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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性成分として
　（Ａ）イソチアニル；
及び、
　（Ｂ）さらなる殺虫活性化合物フルベンジアミド；
　のみを含んでいる、殺菌性及び／又は殺虫性組成物。
【請求項２】
　化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）の間の重量比が１：１２５～１２５：１である、請求項１
に記載の組成物。
【請求項３】
　さらに、アジュバント、溶媒、担体、界面活性剤又は増量剤を含んでいる、請求項１又
は２に記載の組成物。
【請求項４】
　植物病原性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は植物若しくは作物の害虫を治療的
又は予防的に防除する方法であって、種子、植物繁殖器官、植物若しくは植物の果実に対
して施用することにより、又は、植物が生育している土壌若しくは植物を栽培するのが望
ましい土壌に対して施用することにより、請求項１～３のいずれか一項に記載の殺菌性及
び／又は殺虫性組成物を使用することを含む、前記方法。
【請求項５】
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　植物病原性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は植物若しくは作物の害虫を治療的
又は予防的に防除する方法であって、種子、植物繁殖器官、植物若しくは植物の果実に対
して、又は、植物が生育している土壌若しくは植物を栽培するのが望ましい土壌に対して
、請求項１に記載の化合物（Ａ）及び化合物（Ｂ）を同時に又は順次に施用することを含
む、前記方法。
【請求項６】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の組成物の量が、茎葉処理及び土壌処理に関しては
、０．１ｇ／ｈａ～１０ｋｇ／ｈａであり、種子処理に関しては、種子１００ｋｇ当たり
２～２００ｇである、請求項４に記載の方法。
【請求項７】
　種子を処理するための、請求項１～３のいずれか一項に記載の組成物の使用。
【請求項８】
　トランスジェニック種子を処理するための、請求項７に記載の使用。
【請求項９】
　種子及び／又は種子から生長した植物の苗条及び茎葉を害虫又は菌類による損傷から保
護する方法であって、播かれていない種子を請求項１～３のいずれか一項に記載の組成物
で処理することを含む、前記方法。
【請求項１０】
　前記種子を化合物（Ａ）及び化合物（Ｂ）で同時に処理する、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　種子及び／又は種子から生長した植物の苗条及び茎葉を害虫又は菌類による損傷から保
護する方法であって、播かれていない種子を請求項１に記載の化合物（Ａ）及び化合物（
Ｂ）で別々に処理することを含む、前記方法。
【請求項１２】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の組成物で処理された種子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、活性化合物組合せに関し、特に、イソチアニル（３，４－ジクロロ－Ｎ－（
２－シアノフェニル）－５－イソチアゾールカルボキサミド、ＣＡＳ　Ｎｏ．２２４０４
９－０４－１）ともう１種類の殺虫剤フルベンジアミド（ＣＡＳ　Ｎｏ．２７２４５１－
６５－７）を含み、場合により、ネオニコチノイド系の１種類のさらなる殺虫剤も含んで
いる殺菌性及び／又は殺虫性組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　化合物（Ａ）イソチアニルが殺菌特性及び殺虫特性を有していることは既に知られてい
る。さらに、イソチアゾールカルボン酸誘導体が植物病原性を示す望ましくない菌類及び
微生物による攻撃から植物を保護するのに非常に適しているということも分かっている（
ＵＳ－Ａ　５，２４０，９５１、及び、ＪＰ－Ａ　０６－００９３１３）。本発明による
化合物（Ａ）イソチアニルは、植物病原性を示す望ましくない菌類及び微生物による攻撃
に対して植物の防御を動員するのに適しているし、また、植物病原性の菌類及び微生物を
直接的に防除するための殺微生物剤としても適している。化合物（Ａ）は、植物に損傷を
与える害虫（ｐｅｓｔ）に対しても活性を示す（ＷＯ　９９／２４４１４）。この物質の
活性は良好である。しかしながら、低施用量においては、場合により、不充分である。
【０００３】
　さらに、群（Ｃ）によるネオニコチノイドを植物と作物の害虫を防除するのに使用可能
であるということも既に知られており（Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ，　１４ｔｈ
．　Ｅｄｉｔｉｏｎ（２００６），　“Ｍｏｄｅｒｎ　Ａｇｒｏｃｈｅｍｉｃａｌｓ”，
　Ｖｏｌ．４，　Ｎｏ．３，　Ｊｕｎｅ　２００５；　ＥＰ－Ａ　０４２８９４１）、ま
た、化合物（Ｂ）も植物及び作物の害虫を防除するのに適しているということも知られて
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いる（ＥＰ－Ａ－１００６１０７）。しかしながら、低施用量におけるこれらの物質の活
性は、同様に、必ずしも満足のいくものとは限らない。さらに、群（Ｃ）によるネオニコ
チノイド化合物と化合物（Ｂ）フルベンジアミドからなる２成分組合せも知られている（
ＥＰ－Ａ　１８０２０９、及び、ＥＰ－Ａ　１５５３８２９）。
【０００４】
　イソチアニルとネオニコチノイド系の組合せが植物病原性菌類を防除するのに適してい
るということも知られている（ＷＯ　２００５／００９１３１）。
【０００５】
　さらに、例えば、作用スペクトル、毒性、選択性、施用量、残留物の形成及び望ましい
調製能（ｐｒｅｐａｒａｔｉｏｎ　ａｂｉｌｉｔｙ）などに関して、今日の殺菌剤に課せ
られている経済的要件及び環境的要件は継続的に増えているので、さらにまた、例えば、
既知化合物に対する抵抗性の発達の問題などが存在し得るので、領域によっては少なくと
も既知対応物と比較して有利点を有している新規な殺菌剤及び殺虫剤を開発することが絶
え間なく行われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許出願公開第５，２４０，９５１号明細書
【特許文献２】特開平６－００９３１３号公報
【特許文献３】国際公開第９９／２４４１４号
【特許文献４】欧州特許出願公開第０４２８９４１号明細書
【特許文献５】欧州特許出願公開第１８０２０９号明細書
【特許文献６】欧州特許出願公開第１５５３８２９号明細書
【特許文献７】国際公開第２００５／００９１３１号
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ，　１４ｔｈ．　Ｅｄｉｔｉｏｎ（
２００６），　“Ｍｏｄｅｒｎ　Ａｇｒｏｃｈｅｍｉｃａｌｓ”，　Ｖｏｌ．４，　Ｎｏ
．３，　Ｊｕｎｅ　２００５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、ある意味では少なくとも上記目的を達成する、活性化合物の組合せ／組成物
を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　驚くべきことに、本発明による組合せが、防除すべき植物病原性の菌類及び／若しくは
微生物並びに／又は害虫に関する作用スペクトルの相加的な増大をもたらすのみではなく
、化合物（Ａ）、化合物（Ｂ）及び化合物（Ｃ）の作用の範囲を２つの方法で拡大する相
乗効果も達成するということが分かった。第１に、その作用を同様に良好に維持しながら
、化合物（Ａ）、化合物（Ｂ）及び化合物（Ｃ）の施用量が低減される。第２に、３種類
の個々の化合物がそのような低施用量においては全体としては効果がない場合においてさ
え、当該組合せは、植物病原体の高度な防除を達成する。これによって、一方では、防除
可能な植物病原体の範囲が実質的に拡大され、他方では、使用上の安全性が高まる。
【００１０】
　しかしながら、殺菌活性及び／又は殺虫活性に関する実際の相乗作用に加えて、本発明
による組合せは、より広い意味においては相乗的な活性と表現することも可能なさらなる
驚くべき有利な特性も有している。そのような有利な特性の挙げることができる例は、以
下のものである：別の植物病原性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は害虫（例えば
、抵抗性系統）に対する殺菌活性及び／又は殺虫活性のスペクトルの拡大；活性成分の施
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用量の低減；個々の化合物が全体としては効果がないような施用量においてさえ本発明に
よる組成物を用いることによる充分な害虫防除；製剤中及び施用時における有利な挙動、
例えば、粉砕時、篩い分け時、乳化時、溶解時又は分散時における有利な挙動；増大した
貯蔵安定性；改善された光に対する安定性；さらに有利な分解性；改善された毒物学的又
は環境毒性学的挙動；有用な植物の改善された特性（これは、以下のものを包含する：出
芽、作物収量、さらに発達した根系、分げつの増加、草高の増大、増大した葉身、低減さ
れた枯死根出葉、強化された分げつ力、さらに緑化された葉の色、低減された必要とされ
る肥料、低減された必要とされる種子、増加した有効分げつ、早められた開花、穀類の早
期成熟、低減された倒伏（ｐｌａｎｔ　ｖｅｒｓｅ）、苗条の増大した生長、改善された
植物の活力、及び、早期発芽）；又は、当業者にはよく知られている別の任意の有利点。
【００１１】
　本発明による組合せは、使用される活性化合物に浸透移行特性（ｓｙｓｔｅｍｉｃｉｔ
ｙ）も付与することができる。実際、たとえ使用される殺菌剤化合物の一部が浸透移行性
を全く有していないか又は充分な浸透移行性を有していない場合でも、本発明の組成物の
中でこれらの化合物はそのような特性を示すことができる。
【００１２】
　同様に、本発明による組合せは、使用される活性化合物の殺菌効力の持続性を増大させ
ることもできる。
【００１３】
　本発明による組合せの別の有利点は、増大された効力が達成可能であるということに基
づいている。
【００１４】
　従って、本発明は、（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）さらなる殺虫活性化合物フルベンジア
ミドを含んでいる活性化合物組合せを提供する。さらに、本発明は、
（Ａ）イソチアニル、及び
（Ｂ）フルベンジアミド、及び、
（Ｃ）ネオニコチノイド系〔例えば、イミダクロプリド、アセタミプリド、クロチアニジ
ン、チアクロプリド、チアメトキサム、イミダクロチズ、ニテンピラム、ジノテフラン及
び１－［（２－クロロ－５－チアゾリル）メチル］テトラヒドロ－３，５－ジメチル－Ｎ
－ニトロ－１，３，５－トリアジン－２（１Ｈ）－イミン〕からなる群から選択されるさ
らなる殺虫活性化合物
を含んでいる活性化合物組合せを提供する。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）イミダクロプリドを含んでいる
組合せが、好ましい。
【００１６】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）アセタミプリドを含んでいる組
合せが、好ましい。
【００１７】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）クロチアニジンを含んでいる組
合せが、好ましい。
【００１８】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）チアクロプリドを含んでいる組
合せが、好ましい。
【００１９】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）チアメトキサムを含んでいる組
合せが、好ましい。
【００２０】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）イミダクロチズを含んでいる組
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合せが、好ましい。
【００２１】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）ニテンピラムを含んでいる組合
せが、好ましい。
【００２２】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）ジノテフランを含んでいる組合
せが、好ましい。
【００２３】
　（Ａ）イソチアニルと（Ｂ）フルベンジアミドと（Ｃ）１－［（２－クロロ－５－チア
ゾリル）メチル］テトラヒドロ－３，５－ジメチル－Ｎ－ニトロ－１，３，５－トリアジ
ン－２（１Ｈ）－イミンを含んでいる組合せが、好ましい。
【００２４】
　本発明による活性化合物二成分組合せ中の活性化合物が特定の重量比で存在している場
合、相乗効果は特に顕著である。しかしながら、該活性化合物組合せ中の活性化合物の重
量比は、比較的広い範囲内で変えることができる。一般に、本発明の組合せ中において、
化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）は、１２５：１～１：１２５の範囲内（好ましくは、５０：
１～１：５０の重量比、最も好ましくは、２０：１～１：２０の重量比）にある（Ａ）と
（Ｂ）の相乗的に効果的な重量比で存在している。本発明に従って使用可能な（Ａ）と（
Ｂ）のさらなる比は以下のとおりである（ここで、記載されている順に好ましさは増大し
ている）：　１００：１～１：１００、９０：１～１：９０、８０：１～１：８０、７０
：１～１：７０、６０：１～１：６０、４０：１～１：４０、３０：１～１：３０、１０
：１～１：１０、５：１～１：５、４：１～１：４、３：１～１：３。
【００２５】
　活性成分化合物の重量比は、所望される（例えば、相乗的な）作用が得られるように選
択される。一般に、該重量比は、特定の活性化合物に応じて変わる。一般に、任意の２種
類の化合物の間の重量比は、互いに独立して、１２５：１～１：１２５、好ましくは、７
５：１～１：７５、さらに好ましくは、５０：１～１：５０、及び、最も好ましくは、２
５：１～１：２５である。
【００２６】
　本発明に従って使用可能な任意の２種類の化合物の間のさらなる重量比は、互いに独立
して、以下のとおりである（ここで、記載されている順に好ましさは増大している）：　
１００：１～１：１００、９０：１～１：９０、８０：１～１：８０、７０：１～１：７
０、６０：１～１：６０、４０：１～１：４０、３０：１～１：３０、１０：１～１：１
０、５：１～１：５、４：１～１：４、３：１～１：３。
【００２７】
　本発明による活性化合物二成分組合せ中の活性化合物が特定の重量比で存在している場
合、相乗効果は特に顕著である。しかしながら、該活性化合物組合せ中の活性化合物の重
量比は、比較的広い範囲内で変えることができる。一般に、本発明の組合せ中において、
化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）は、１２５：１～１：１２５の範囲内（好ましくは、５０：
１～１：５０の重量比、最も好ましくは、２０：１～１：２０の重量比）にある（Ａ）と
（Ｂ）の相乗的に効果的な重量比で存在している。さらに、任意の２種類の化合物の間の
重量比は、互いに独立して、１５００：１～１：１５００、好ましくは、１２５０：１～
１：１２５０、さらに好ましくは、１０００：１～１：１０００、及び、最も好ましくは
、７５０：１～１：７５０である。本発明に従って使用可能な（Ａ）と（Ｂ）のさらなる
比は以下のとおりである（ここで、記載されている順に好ましさは増大している）：９０
０：１～１：９００、８００：１～１：８００、７００：１～１：７００、６００：１～
１：６００、５００：１～１：５００、４００：１～１：４００、３００：１～１：３０
０、２５０：１～１：２５０、２００：１～１：２００、１００：１～１：１００、９０
：１～１：９０、８０：１～１：８０、７０：１～１：７０、６０：１～１：６０、４０
：１～１：４０、３０：１～１：３０、１０：１～１：１０、５：１～１：５、４：１～
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１：４、３：１～１：３である。
【００２８】
　三成分混合物に関しては、活性成分化合物の重量比は、所望される（例えば、相乗的な
）作用が得られるように選択される。一般に、該重量比は、特定の活性化合物に応じて変
わる。一般に、任意の２種類の化合物の間の重量比は、互いに独立して、１２５：１～１
：１２５、好ましくは、７５：１～１：７５、さらに好ましくは、５０：１～１：５０、
及び、最も好ましくは、２５：１～１：２５である。さらに、任意の２種類の化合物の間
の重量比は、互いに独立して、１５００：１～１：１５００、好ましくは、１２５０：１
～１：１２５０、さらに好ましくは、１０００：１～１：１０００、及び、最も好ましく
は、７５０：１～１：７５０である。
【００２９】
　本発明に従って使用可能な任意の２種類の化合物の間のさらなる重量比は、互いに独立
して、以下のとおりである（ここで、記載されている順に好ましさは増大している）：９
００：１～１：９００、８００：１～１：８００、７００：１～１：７００、６００：１
～１：６００、５００：１～１：５００、４００：１～１：４００、３００：１～１：３
００、２５０：１～１：２５０、２００：１～１：２００、１００：１～１：１００、９
０：１～１：９０、８０：１～１：８０、７０：１～１：７０、６０：１～１：６０、４
０：１～１：４０、３０：１～１：３０、１０：１～１：１０、５：１～１：５、４：１
～１：４、３：１～１：３である。
【００３０】
　化合物（Ａ）、化合物（Ｂ）又は化合物（Ｃ）が互変異性形態で存在し得る場合、その
ような化合物は、上記及び下記において、それぞれの場合にたとえ具体的に言及されてい
なくとも、適切な場合には、対応する互変異性形態も包含するものと理解される。
【００３１】
　少なくとも１の塩基性中心を有している化合物（Ａ）、化合物（Ｂ）又は化合物（Ｃ）
は、例えば、酸付加塩、例えば、無機強酸〔例えば、鉱酸、例えば、過塩素酸、硫酸、硝
酸、亜硝酸、リン酸又はハロゲン化水素酸〕との酸付加塩、有機強カルボン酸〔例えば、
置換されていないか又は置換されている（例えば、ハロ置換されている）Ｃ１－Ｃ４－ア
ルカンカルボン酸、例えば、酢酸、飽和又は不飽和のジカルボン酸、例えば、シュウ酸、
マロン酸、コハク酸、マレイン酸、フマル酸及びフタル酸、ヒドロキシカルボン酸、例え
ば、アスコルビン酸、乳酸、リンゴ酸、酒石酸及びクエン酸、又は、安息香酸〕との酸付
加塩、又は、有機スルホン酸〔例えば、置換されていないか又は置換されている（例えば
、ハロ置換されている）Ｃ１－Ｃ４－アルカンスルホン酸又はアリールスルホン酸、例え
ば、メタンスルホン酸又はｐ－トルエンスルホン酸〕との酸付加塩を形成することができ
る。少なくとも１の酸性基を有している化合物（Ａ）又は化合物（Ｂ）は、例えば、塩基
との塩〔例えば、金属塩、例えば、アルカリ金属塩又はアルカリ土類金属塩、例えば、ナ
トリウム塩、カリウム塩又はマグネシウム塩〕、又は、アンモニアとの塩、又は、有機ア
ミン〔例えば、モルホリン、ピペリジン、ピロリジン、モノ－、ジ－若しくはトリ－低級
アキルアミン、例えば、エチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン若しくはジメ
チルプロピルアミン、又は、モノ－、ジ－若しくはトリ－ヒドロキシ－低級アルキルアミ
ン、例えば、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン若しくはトリエタノールアミン
〕との塩を形成することができる。さらに、場合により、対応する内部塩を形成させるこ
ともできる。本発明に関連して、農薬的に有利な塩が好ましい。遊離形態にある化合物（
Ａ）、化合物（Ｂ）又は化合物（Ｃ）とその塩の形態にある化合物（Ａ）、化合物（Ｂ）
又は化合物（Ｃ）の間の密接な関係を考慮して、上記及び下記において、遊離化合物（Ａ
）、遊離化合物（Ｂ）若しくは遊離化合物（Ｃ）又はそれらの塩について言及されている
場合、その言及は、適用可能で且つ適切な場合には、それぞれ、対応する塩又は遊離化合
物（Ａ）、遊離化合物（Ｂ）若しくは遊離化合物（Ｃ）も包含すると理解されるべきであ
る。同様のことは、化合物（Ａ）、化合物（Ｂ）又は化合物（Ｃ）の互変異性体及びそれ
らの塩にも当てはまる。
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【００３２】
　本発明によれば、表現「組合せ」は、例えば、単独の「レディーミックス」形態におけ
る、及び、単独の活性成分の別々の製剤からなる組み合わされた散布混合物（例えば、「
タンクミックス」）における、及び、順次的な方法で（即ち、数時間又は数日間などの適
度に短い期間で順次的に）施用された場合の単独の活性成分の組み合わされた使用におけ
る、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）のさまざまな組合せ又は化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）と
化合物（Ｃ）のさまざまな組合せを意味する。好ましくは、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）
を施用する順番、又は、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）と化合物（Ｃ）を施用する順番は、
本発明を実施する上で重要ではない。
【００３３】
　本発明によれば、表現「病原体」は、植物又は植物のいずれかの部分に損傷を与える全
ての生物を意味する。
【００３４】
　本発明によれば、表現「菌類」は、全ての菌類界及びクロミスタ界の生物を意味する。
【００３５】
　本発明によれば、表現「植物病原性菌類」は、植物又は植物のいずれかの部分に損傷を
与える菌類界及びクロミスタ界の全ての生物を意味する。菌類の分類学的なグループの例
は、子嚢菌門（Ａｓｃｏｍｙｃｏｔａ）、担子菌門（Ｂａｓｉｄｉｏｍｙｃｏｔａ）、ツ
ボカビ門（Ｃｈｙｔｒｉｄｉｏｍｙｃｏｔａ）、不完全菌門（Ｄｅｕｔｅｒｏｍｙｃｏｔ
ａ）、グロムス菌門（Ｇｌｏｍｅｒｏｍｙｃｏｔａ）、微胞子虫門（Ｍｉｃｒｏｓｐｏｒ
ｉｄｉａ）、接合菌門（Ｚｙｇｏｍｙｃｏｔａ）及び不完全菌類（ａｎａｍｏｒｐｈｉｃ
　ｆｕｎｇｉ）である。クロミスタ界についての例は、卵菌門（Ｏｏｍｙｃｏｔａ）であ
る。
【００３６】
　本発明によれば、表現「微生物」は、細菌類及び原生動物類の全ての生物を意味する。
その例は、ネコブカビ綱（Ｐｌａｓｍｏｄｉｏｐｈｏｒｏｍｙｃｅｔｅｓ）である。
【００３７】
　本発明によれば、表現「ウイルス類」は、植物又は植物のいずれかの部分に損傷を与え
る全てのウイルスを意味する。その例は、ＤＮＡウイルス、ＲＮＡウイルス、並びに、Ｄ
ＮＡ及びＲＮＡ逆転写ウイルス、さらに、サブウイルス病原体（ｓｕｂｖｉｒａｌ　ａｇ
ｅｎｔ）である。
【００３８】
　本発明によれば、表現「害虫」は、植物又は植物のいずれかの部分に損傷を与える全て
の袋形動物（ａｓｃｈｅｌｍｉｎｔｈｅｓ）及び側節足動物（ｐａｎａｒｔｈｒｏｐｏｄ
ａ　ｏｒｇａｎｉｓｍ）を意味する。その例は、線形動物門（Ｎｅｍａｔｏｄａ）、節足
動物門（Ａｒｔｈｏｐｏｄａ）、六脚上綱（Ｈｅｘａｐｏｄａ）及びクモ綱（Ａｒａｃｈ
ｎｉｄａ）である。
【００３９】
　本発明によれば、表現「殺虫剤」は、望ましくない昆虫類、ダニ類若しくは線虫類との
闘いにおける化合物の活性を意味するか、又は、害虫による植物若しくは植物の部分の損
傷を低減させることを意味する。
【００４０】
　本発明による組成物中の活性化合物は、強力な殺微生物活性（ｍｉｃｒｏｂｉｃｉｄｅ
　ａｃｔｉｖｉｔｙ）を有しており、作物保護において又は材料物質（ｍａｔｅｒｉａｌ
ｓ）の保護において、望ましくない植物病原性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は
害虫を防除するのに使用することができる。
【００４１】
　本発明による組成物中において、殺菌剤化合物は、例えば、植物病原性の菌類及び／又
は微生物を防除するために、例えば、ネコブカビ綱（Ｐｌａｓｍｏｄｉｏｐｈｏｒｏｍｙ
ｃｅｔｅｓ）、卵菌門（Ｏｏｍｙｃｏｔａ）、ツボカビ門（Ｃｈｙｔｒｉｄｉｏｍｙｃｏ
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ｔａ）、接合菌門（Ｚｙｇｏｍｙｃｏｔａ）、子嚢菌門（Ａｓｃｏｍｙｃｏｔａ）、担子
菌門（Ｂａｓｉｄｉｏｍｙｃｏｔａ）及び不完全菌門（Ｄｅｕｔｅｒｏｍｙｃｏｔａ）な
どを防除するために、作物保護において用いることができる。
【００４２】
　本発明による組成物中において、殺細菌剤化合物は、微生物を防除するために、例えば
、シュードモナス科（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｄａｃｅａｅ）、リゾビウム科（Ｒｈｉｚｏ
ｂｉａｃｅａｅ）、腸内細菌科（Ｅｎｔｅｒｏｂａｃｔｅｒｉａｃｅａｅ）、コリネバク
テリウム科（Ｃｏｒｙｎｅｂａｃｔｅｒｉａｃｅａｅ）及びストレプトマイセス科（Ｓｔ
ｒｅｐｔｏｍｙｃｅｔａｃｅａｅ）などを防除するために、作物保護において用いること
ができる。
【００４３】
　本発明による組成物中において、殺虫剤化合物は、例えば、害虫を防除するために、例
えば、チョウ目などを防除するために、作物保護において用いることができる。
【００４４】
　本発明による殺菌性及び／又は殺虫性の組合せ及び／又は組成物を使用して、植物病原
性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は植物若しくは作物の害虫を治療的又は予防的
に防除することができる。かくして、本発明のさらなる態様により、植物病原性の菌類及
び／若しくは微生物並びに／又は植物若しくは作物の害虫を治療的又は予防的に防除する
方法が提供され、ここで、該方法は、種子、植物若しくは植物の果実に対して施用するこ
とにより、又は、植物が生育している土壌若しくは植物を栽培するのが望ましい土壌に対
して施用するにより、本発明による殺菌剤組成物又は殺虫剤組成物を使用することを含む
。
【００４５】
　本発明によれば、全ての植物及び植物の部分を処理することが可能である。「植物」は
、望ましい野生植物及び望ましくない野生植物、栽培品種（天然に発生している栽培品種
を包含する）及び植物変種（植物変種又は植物育種家の権利によって保護され得る場合も
保護されない場合も）のような全ての植物及び植物個体群を意味する。栽培品種及び植物
変種は、１種類以上の生物工学的方法で（例えば、倍加半数体、原形質融合、ランダム突
然変異誘発及び定方向突然変異誘発、分子マーカー又は遺伝的マーカーを用いることによ
って）補助又は補足することが可能な慣習的な繁殖方法及び育種方法によって得られる植
物であり得るか、又は、生物工学的方法と遺伝子工学的方法によって得られる植物であり
得る（トランスジェニック植物を包含する）。
【００４６】
　「植物の部分」は、枝条、葉、花（ｆｌｏｗｅｒ）、花（ｂｌｏｓｓｏｍ）及び根など
の植物の地上部及び地下部の全ての部分及び器官を意味する。例えば、葉、針状葉、茎、
枝、花、子実体、果実及び種子、並びに、根、球茎及び根茎などが挙げられる。作物、並
びに、栄養繁殖器官（ｖｅｇｅｔａｔｉｖｅ　ｐｒｏｐａｇａｔｉｎｇ　ｍａｔｅｒｉａ
ｌ）及び生殖繁殖器官（ｇｅｎｅｒａｔｉｖｅ　ｐｒｏｐａｇａｔｉｎｇ　ｍａｔｅｒｉ
ａｌ）、例えば、挿し穂、球茎、根茎、匍匐茎及び種子なども、植物の部分に属する。
【００４７】
　本発明によれば、表現「植物繁殖器官（ｐｌａｎｔ　ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ　ｍａｔ
ｅｒｉａｌ）」は、植物の栄養繁殖（ｖｅｇｅｔａｔｉｖｅ　ｒｅｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ
）又は生殖繁殖（ｇｅｎｅｒａｔｉｖｅ　ｒｅｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ）において使用され
得る植物の全ての器官（ｍａｔｅｒｉａｌ）を意味する。植物繁殖器官についての例は、
挿し穂、球茎、根茎、匍匐茎、種子、果実、穀粒、莢、子実体、塊茎及び実生である。
【００４８】
　作物保護において植物病原性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は害虫と闘うため
の本発明の組合せ／組成物は、有効で且つ植物に対して毒性を示さない量の本発明による
活性化合物を含んでいる。「有効で且つ植物に対して毒性を示さない量（ｅｆｆｅｃｔｉ
ｖｅ，　ｂｕｔ　ｎｏｔ　ｐｈｙｔｏｔｏｘｉｃ　ａｍｏｕｎｔ）」は、一方では植物の
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菌類病を充分に防除するか又は完全に排除するのに充分で、且つ、他方では植物毒性のど
のような顕著な症状も引き起こすことのない、本発明による組合せの量として定義される
。そのような有効薬量は、一般に、広い範囲内で変動し得る。該薬量は、幾つかの要因、
例えば、闘う対象の菌類、植物、気候条件及び本発明による組合せの活性化合物などに依
存する。
【００４９】
　本発明の方法で保護することが可能な植物の中で、以下のものを挙げることができる：
主要農作物、例えば、トウモロコシ、ダイズ、ワタ、アブラナ属油料種子（Ｂｒａｓｓｉ
ｃａ　ｏｉｌｓｅｅｄｓ）、例えば、セイヨウアブラナ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｎａｐｕｓ
）（例えば、カノラ）、カブ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｒａｐａ）、カラシナ（Ｂ．ｊｕｎｃ
ｅａ）（例えば、マスタード）及びアビシニアガラシ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｃａｒｉｎａ
ｔａ）、イネ、コムギ、テンサイ、サトウキビ、エンバク、ライムギ、オオムギ、アワ、
ライコムギ、アマ、ブドウの蔓、並びに、種々の植物学的分類群に属するさまざまな果実
及び野菜、例えば、バラ科各種（Ｒｏｓａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、仁果（ｐｉｐ　
ｆｒｕｉｔ）、例えば、リンゴ及びナシ、さらに、核果、例えば、アンズ、サクラ、アー
モンド及びモモ、液果（ｂｅｒｒｙ　ｆｒｕｉｔｓ）、例えば、イチゴ）、リベシオイダ
エ科各種（Ｒｉｂｅｓｉｏｉｄａｅ　ｓｐ．）、クルミ科各種（Ｊｕｇｌａｎｄａｃｅａ
ｅ　ｓｐ．）、カバノキ科各種（Ｂｅｔｕｌａｃｅａｅ　ｓｐ．）、ウルシ科各種（Ａｎ
ａｃａｒｄｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）、ブナ科各種（Ｆａｇａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クワ科
各種（Ｍｏｒａｃｅａｅ　ｓｐ．）、モクセイ科各種（Ｏｌｅａｃｅａｅ　ｓｐ．）、マ
タタビ科各種（Ａｃｔｉｎｉｄａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クスノキ科各種（Ｌａｕｒａｃｅ
ａｅ　ｓｐ．）、バショウ科各種（Ｍｕｓａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、バナナの木及
びバナナ園（ｂａｎａｎａ　ｔｒｅｅｓ　ａｎｄ　ｐｌａｎｔｉｎｇｓ））、アカネ科各
種（Ｒｕｂｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、コーヒー）、ツバキ科各種（Ｔｈｅａｃｅ
ａｅ　ｓｐ．）、アオギリ科各種（Ｓｔｅｒｃｕｌｉｃｅａｅ　ｓｐ．）、ミカン科各種
（Ｒｕｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、レモン、オレンジ及びグレープフルーツ）；ナ
ス科各種（Ｓｏｌａｎａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、トマト、ジャガイモ、カラシ、ナ
ス）、ユリ科各種（Ｌｉｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）、キク科各種（Ｃｏｍｐｏｓｉｔｉａ
ｅ　ｓｐ．）（例えば、レタス、チョウセンアザミ及びチコリー（これは、ルートチコリ
ー（ｒｏｏｔ　ｃｈｉｃｏｒｙ）、エンダイブ又はキクニガナを包含する））、セリ科各
種（Ｕｍｂｅｌｌｉｆｅｒａｅ　ｓｐ．）（例えば、ニンジン、パセリ、セロリ及びセロ
リアック）、ウリ科各種（Ｃｕｃｕｒｂｉｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、キュウリ（
これは、ピックルキュウリ（ｐｉｃｋｌｉｎｇ　ｃｕｃｕｍｂｅｒ）を包含する）、カボ
チャ、スイカ、ヒョウタン及びメロン）、ネギ科各種（Ａｌｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（
例えば、タマネギ及びリーキ）、アブラナ科各種（Ｃｒｕｃｉｆｅｒａｅ　ｓｐ．）（例
えば、白キャベツ、赤キャベツ、ブロッコリー、カリフラワー、芽キャベツ、タイサイ、
コールラビ、ラディッシュ、セイヨウワサビ、コショウソウ、ハクサイ、ナタネ）、マメ
科各種（Ｌｅｇｕｍｉｎｏｓａｅ　ｓｐ．）（例えば、ラッカセイ、エンドウ及びインゲ
ンマメ（例えば、クライミングビーン（ｃｌｉｍｂｉｎｇ　ｂｅａｎｓ）及びソラマメ）
）、アカザ科各種（Ｃｈｅｎｏｐｏｄｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、フダンソウ（ｍ
ａｎｇｏｌｄ）、フダンソウ（ｓｐｉｎａｃｈ　ｂｅｅｔ）、ホウレンソウ、ビートの根
（ｂｅｅｔｒｏｏｔｓ））、キク科各種（Ａｓｔｅｒａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、ヒ
マワリ）、アブラナ科各種（Ｂｒａｓｓｉｃａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、白キャベツ
、赤キャベツ、ブロッコリー、カリフラワー、芽キャベツ、タイサイ、コールラビ、ラデ
ィッシュ、及び、カノラ、ナタネ、カラシナ、セイヨウワサビ、コショウソウ）、マメ科
各種（Ｆａｂａｃａｅ　ｓｐ．）（例えば、ラッカセイ及びインゲンマメ）、マメ科各種
（Ｐａｐｉｌｉｏｎａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、ダイズ）、ナス科各種（Ｓｏｌａｎ
ａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、ジャガイモ）、アオイ科（Ｍａｌｖａｃｅａｅ）（例え
ば、オクラ）、クサスギカズラ科（Ａｓｐａｒａｇａｃｅａｅ）（例えば、アスパラガス
）；園芸作物及び森林作物（ｆｏｒｅｓｔ　ｃｒｏｐｓ）；観賞植物；及び、これら作物
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の遺伝子組み換えが行われた相同物。
【００５０】
　本発明による処理方法は、遺伝子組換え生物（ＧＭＯ）、例えば、植物又は種子などの
処理において使用される。遺伝子組換え植物（又は、トランスジェニック植物）は、異種
遺伝子がゲノムに安定的に組み込まれている植物である。表現「異種遺伝子」は、本質的
に、供給されたか又は当該植物の外部で構築された遺伝子であって、核のゲノム、葉緑体
のゲノム又はミトコンドリアのゲノムの中に導入されたときに、興味深いタンパク質若し
くはポリペプチドを発現することにより、又は、その植物内に存在している別の１つ若し
くは複数の遺伝子がダウンレギュレート若しくはサイレンシングされることにより、当該
形質転換された植物に新しい又は改善された作物学的特性又は別の特性を付与する遺伝子
を意味する〔例えば、アンチセンス技術、コサプレッション技術又はＲＮＡ干渉（ＲＮＡ
ｉ）技術などを使用する〕。ゲノム内に位置している異種遺伝子は、導入遺伝子とも称さ
れる。植物ゲノム内におけるその特異的な位置によって定義される導入遺伝子は、形質転
換又は遺伝子導入イベントと称される。
【００５１】
　植物種又は植物品種、それらの生育場所及び生育条件（土壌、気候、生育期、養分（ｄ
ｉｅｔ））に応じて、本発明の処理により、相加効果を超える効果（「相乗効果」）も生
じ得る。かくして、例えば、本発明により使用し得る活性物質及び組成物の施用量の低減
及び／又は活性スペクトルの拡大及び／又は活性の増強、植物の生育の向上、高温又は低
温に対する耐性の向上、渇水又は水中若しくは土壌中に含まれる塩分に対する耐性の向上
、開花能力の向上、収穫の容易性の向上、促進された成熟、収穫量の増加、果実の大きさ
の増大、植物の高さの増大、葉の緑色の向上、より早い開花、収穫された生産物の品質の
向上及び／又は栄養価の増加、果実内の糖度の上昇、収穫された生産物の貯蔵安定性の向
上及び／又は加工性の向上などが可能であり、これらは、実際に予期された効果を超える
ものである。
【００５２】
　本発明に従って処理するのが好ましい植物及び植物品種は、特に有利で有益な形質を植
物に付与する遺伝物質を有している全ての植物（育種によって得られたものであろうと、
及び／又は、生物工学的方法によって得られたものであろうと）を包含する。
【００５３】
　本発明に従って処理するのが同様に好ましい植物及び植物品種は、１以上の生物的スト
レスに対して抵抗性を示す。即ち、そのような植物は、害虫及び有害微生物に対して、例
えば、線虫類、昆虫類、ダニ類、植物病原性の菌類、細菌類、ウイルス類及び／又はウイ
ロイド類などに対して、良好な防御を示す。
【００５４】
　本発明に従って同様に処理し得る植物及び植物品種は、１以上の非生物的ストレスに対
して抵抗性を示す植物である。非生物的なストレス状態としては、例えば、渇水、低温に
晒されること、熱に晒されること、浸透ストレス、湛水、土壌中の塩分濃度の上昇、より
多くの鉱物に晒されること、オゾンに晒されること、強い光に晒されること、利用可能な
窒素養分が限られていること、利用可能なリン養分が限られていること、日陰回避などを
挙げることができる。
【００５５】
　本発明に従って同様に処理し得る植物及び植物品種は、増大した収量特性を特徴とする
植物である。そのような植物における増大した収量は、例えば、改善された植物の生理機
能、生長及び発育、例えば、水の利用効率、水の保持効率、改善された窒素の利用性、強
化された炭素同化作用、改善された光合成、上昇した発芽効率及び促進された成熟などの
結果であり得る。収量は、さらに、改善された植物の構成（ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ）
によっても影響され得る（ストレス条件下及び非ストレス条件下）。そのような改善され
た植物の構成としては、限定するものではないが、早咲き、ハイブリッド種子産生のため
の開花制御、実生の活力、植物の寸法、節間の数及び距離、根の成長、種子の寸法、果実
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の寸法、莢の寸法、莢又は穂の数、１つの莢又は穂当たりの種子の数、種子の体積、強化
された種子充填、低減された種子分散、低減された莢の裂開及び耐倒伏性などがある。収
量についてのさらなる形質としては、種子の組成、例えば、炭水化物含有量、タンパク質
含有量、油の含有量及び油の組成、栄養価、抗栄養化合物の低減、改善された加工性並び
に向上した貯蔵安定性などがある。
【００５６】
　本発明に従って処理し得る植物は、雑種強勢（これは、結果として、一般に、増加した
収量、向上した活力、向上した健康状態並びに生物的及び非生物的ストレス因子に対する
向上した抵抗性をもたらす）の特性を既に呈しているハイブリッド植物である。そのよう
な植物は、典型的には、雄性不稔交配母体近交系（ｉｎｂｒｅｄ　ｍａｌｅ－ｓｔｅｒｉ
ｌｅ　ｐａｒｅｎｔ　ｌｉｎｅ）（雌性親）を別の雄性稔性交配母体近交系（ｉｎｂｒｅ
ｄ　ｍａｌｅ－ｆｅｒｔｉｌｅ　ｐａｒｅｎｔ　ｌｉｎｅ）（雄性親）と交雑させること
によって作られる。ハイブリッド種子は、典型的には、雄性不稔植物から収穫され、そし
て、栽培者に販売される。雄性不稔植物は、場合により（例えば、トウモロコシにおいて
）、雄穂を除去することによって〔即ち、雄性繁殖器官（又は雄花）を機械的に除去する
ことによって〕、作ることができる。しかしながら、より典型的には、雄性不稔性は、植
物ゲノム内の遺伝的決定基の結果である。その場合、及び、特に種子がハイブリッド植物
から収穫される所望の生産物である場合、典型的には、該ハイブリッド植物において雄性
稔性を確実に完全に回復させることは有用である。これは、雄性不稔性に関与する遺伝的
決定基を含んでいるハイブリッド植物において雄性稔性を回復させることが可能な適切な
稔性回復遺伝子を雄性親が有していることを確実なものとすることによって達成すること
ができる。雄性不稔性に関する遺伝的決定基は、細胞質内に存在し得る。細胞質雄性不稔
（ＣＭＳ）の例は、例えば、アブラナ属各種（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）に関
して記述されている。しかしながら、雄性不稔性に関する遺伝的決定基は、核ゲノム内に
も存在し得る。雄性不稔性植物、遺伝子工学などの植物バイオテクノロジー法によっても
得ることができる。雄性不稔性植物を得るのに特に有用な方法は、ＷＯ　８９／１０３９
６に記載されており、ここでは、例えば、バルナーゼなどのリボヌクレアーゼを雄ずい内
のタペータム細胞において選択的に発現させる。次いで、タペータム細胞内においてバル
スターなどのリボヌクレアーゼインヒビターを発現させることによって、稔性を回復させ
ることができる。
【００５７】
　本発明に従って処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノロジ
ー法によって得られたもの）は、除草剤耐性植物、即ち、１種類以上の所与の除草剤に対
して耐性にされた植物である。そのような植物は、遺伝的形質転換によって得ることがで
きるか、又は、当該除草剤耐性を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによ
って得ることができる。
【００５８】
　除草剤耐性植物は、例えば、グリホセート耐性植物、即ち、除草剤グリホセート又はそ
の塩に対して耐性にされた植物である。植物は、種々の方法によって、グリホセートに対
して耐性にすることができる。例えば、グリホセート耐性植物は、酵素５－エノールピル
ビルシキミ酸－３－リン酸シンターゼ（ＥＰＳＰＳ）をコードする遺伝子で植物を形質転
換させることによって得ることができる。そのようなＥＰＳＰＳ遺伝子の例は、以下のも
のである：細菌サルモネラ・チフィムリウム（Ｓａｌｍｏｎｅｌｌａ　ｔｙｐｈｉｍｕｒ
ｉｕｍ）のＡｒｏＡ遺伝子（突然変異ＣＴ７）、細菌アグロバクテリウム属各種（Ａｇｒ
ｏｂａｃｔｅｒｉｕｍ　ｓｐ．）のＣＰ４遺伝子、ペチュニアのＥＰＳＰＳをコードする
遺伝子、トマトのＥＰＳＰＳをコードする遺伝子又はオヒシバ属（Ｅｌｅｕｓｉｎｅ）の
ＥＰＳＰＳをコードする遺伝子。それは、突然変異ＥＰＳＰＳであることも可能である。
グリホセート耐性植物は、さらにまた、グリホセートオキシドレダクターゼ酵素をコード
する遺伝子を発現させることによって得ることもできる。グリホセート耐性植物は、さら
にまた、グリホセートアセチルトランスフェラーゼ酵素をコードする遺伝子を発現させる
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ことによって得ることもできる。グリホセート耐性植物は、さらにまた、上記遺伝子の自
然発生突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることもできる。
【００５９】
　別の除草剤抵抗性植物は、例えば、酵素グルタミンシンターゼを阻害する除草剤（例え
ば、ビアラホス、ホスフィノトリシン又はグルホシネート）に対して耐性にされている植
物である。そのような植物は、当該除草剤を解毒する酵素を発現させるか、又は、阻害に
対して抵抗性を示す突然変異グルタミンシンターゼ酵素を発現させることによって、得る
ことができる。そのような有効な一解毒酵素は、ホスフィノトリシンアセチルトランスフ
ェラーゼをコードする酵素である（例えば、ストレプトマイセス属各種（Ｓｔｒｅｐｔｏ
ｍｙｃｅｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）に由来するｂａｒタンパク質又はｐａｔタンパク質）。外
因性のホスフィノトリシンアセチルトランスフェラーゼを発現する植物も記述されている
。
【００６０】
　さらなる除草剤耐性植物は、さらにまた、酵素ヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキシ
ゲナーゼ（ＨＰＰＤ）を阻害する除草剤に対して耐性にされている植物である。ヒドロキ
シフェニルピルビン酸ジオキシゲナーゼ類は、パラ－ヒドロキシフェニルピルベート（Ｈ
ＰＰ）がホモゲンチセートに変換される反応を触媒する酵素である。ＨＰＰＤ阻害薬に対
して耐性を示す植物は、自然発生抵抗性ＨＰＰＤ酵素をコードする遺伝子を用いて、又は
、突然変異ＨＰＰＤ酵素をコードする遺伝子を用いて、形質転換させることができる。Ｈ
ＰＰＤ阻害薬に対する耐性は、さらにまた、ＨＰＰＤ阻害薬による天然ＨＰＰＤ酵素の阻
害にもかかわらずホモゲンチセートを形成させることが可能な特定の酵素をコードする遺
伝子を用いて植物を形質転換させることによっても得ることができる。ＨＰＰＤ阻害薬に
対する植物の耐性は、さらにまた、ＨＰＰＤ耐性酵素をコードする遺伝子に加えて酵素プ
レフェナートデヒドロゲナーゼをコードする遺伝子を用いて植物を形質転換させることに
よって改善することもできる。
【００６１】
　さらに別の除草剤抵抗性植物は、アセトラクテートシンターゼ（ＡＬＳ）阻害薬に対し
て耐性にされている植物である。既知ＡＬＳ阻害薬としては、例えば、スルホニル尿素系
除草剤、イミダゾリノン系除草剤、トリアゾロピリミジン系除草剤、ピリミジニルオキシ
（チオ）ベンゾエート系除草剤、及び／又は、スルホニルアミノカルボニルトリアゾリノ
ン系除草剤などがある。ＡＬＳ酵素（アセトヒドロキシ酸シンターゼ（ＡＨＡＳ）として
も知られている）における種々の突然変異体は、種々の除草剤及び除草剤の群に対する耐
性を付与することが知られている。スルホニル尿素耐性植物及びイミダゾリノン耐性植物
の作製については記述されている。別のイミダゾリノン耐性植物についても記述されてい
る。さらなるスルホニル尿素耐性植物及びイミダゾリノン耐性植物は、さらにまた、例え
ば、ＷＯ　２００７／０２４７８２にも記載されている。
【００６２】
　イミダゾリノン及び／又はスルホニル尿素に対して耐性を示す別の植物は、例えば、ダ
イズ、イネ、テンサイ、レタス又はヒマワリに関して記述されているように、誘導された
突然変異誘発、当該除草剤の存在下での細胞培養における選抜又は突然変異育種によって
得ることができる。
【００６３】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られたもの）は、昆虫抵抗性トランスジェニック植物、即ち、特定
の標的昆虫による攻撃に対して抵抗性にされた植物である。そのような植物は、遺伝的形
質転換によって得ることができるか、又は、そのような昆虫抵抗性を付与する突然変異を
含んでいる植物を選抜することによって得ることができる。
【００６４】
　本明細書中で使用されている場合、「昆虫抵抗性トランスジェニック植物」には、以下
のものをコードするコード配列を含んでいる少なくとも１の導入遺伝子を含んでいる任意
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の植物が包含される：
　（１）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）に由来する殺虫性結晶タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分、例えば、クリック
モアら「Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ　ｅｔ　ａｌ．，　Ｍｉｃｒｏｂｉｏｌｏｇｙ　ａｎｄ　Ｍ
ｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　Ｒｅｖｉｅｗｓ　（１９９８），　６２，　８０７
－８１３」によって記載され、クリックモアら「Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ　ｅｔ　ａｌ．　（
２００５）」によって、オンライン「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅｓｃｉ．ｓｕｓｓ
ｅｘ．ａｃ．ｕｋ／Ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／」上で「バシルス
・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）毒素命名法」に
おいて更新された殺虫性結晶タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分、例えば、Ｃｒｙ
タンパク質類（Ｃｒｙ１Ａｂ、Ｃｒｙ１Ａｃ、Ｃｒｙ１Ｆ、Ｃｒｙ２Ａｂ、Ｃｒｙ３Ａａ
、又は、Ｃｒｙ３Ｂｂ）のタンパク質又はその殺虫活性を示す一部分；又は、
　（２）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）に由来する第２の別の結晶タンパク質又はその一部分の存在下において殺虫活性を示
す、バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に
由来する結晶タンパク質又はその一部分、例えば、Ｃｒｙ３４結晶タンパク質とＣｒｙ３
５結晶タンパク質で構成されているバイナリートキシン；又は、
　（３）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）に由来する種々の殺虫性結晶タンパク質の一部分を含んでいる殺虫性ハイブリッドタ
ンパク質、例えば、上記（１）のタンパク質のハイブリッド、又は、上記（２）のタンパ
ク質のハイブリッド、例えば、トウモロコシイベントＭＯＮ９８０３４で産生されるＣｒ
ｙ１Ａ．１０５タンパク質；又は、
　（４）　上記（１）～（３）のいずれか１つのタンパク質において、標的昆虫種に対す
るさらに強い殺虫活性を得るために、及び／又は、影響を受ける標的昆虫種の範囲を拡大
するために、及び／又は、クローニング若しくは形質転換に際してコード化ＤＮＡ中に導
入された変化に起因して、幾つかのアミノ酸（特に、１～１０のアミノ酸）が別のアミノ
酸で置き換えられていているもの、例えば、トウモロコシイベントＭＯＮ８６３若しくは
ＭＯＮ８８０１７におけるＣｒｙ３Ｂｂ１タンパク質又はトウモロコシイベントＭＩＲ６
０４におけるＣｒｙ３Ａタンパク質；又は、
　（５）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する殺虫性分泌
タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分、例えば、「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅ
ｓｃｉ．ｓｕｓｓｅｘ．ａｃ．ｕｋ／ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／
ｖｉｐ．ｈｔｍｌ」において挙げられている栄養生長期殺虫性タンパク質（ｖｅｇｅｔａ
ｔｉｖｅ　ｉｎｓｅｃｔｉｃｉｄａｌ　ｐｒｏｔｅｉｎ）（ＶＩＰ）、例えば、ＶＩＰ３
Ａａタンパク質類のタンパク質；又は、
　（６）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する第２の分泌
タンパク質の存在下において殺虫活性を示す、バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌ
ｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃ
ｅｒｅｕｓ）に由来する分泌タンパク質、例えば、ＶＩＰ１Ａタンパク質とＶＩＰ２Ａタ
ンパク質で構成されているバイナリートキシン；又は、
　（７）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する種々の分泌
タンパク質の一部分を含んでいる殺虫性ハイブリッドタンパク質、例えば、上記（１）の
タンパク質のハイブリッド、又は、上記（２）のタンパク質のハイブリッド；又は、
　（８）　上記（１）～（３）のいずれか１つのタンパク質において、標的昆虫種に対す
るさらに強い殺虫活性を得るために、及び／又は、影響を受ける標的昆虫種の範囲を拡大
するために、及び／又は、クローニング若しくは形質転換に際してコード化ＤＮＡ中に導
入された変化（それでも、まだ、殺虫性タンパク質をコードしている）に起因して、幾つ
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の、例えば、ワタイベントＣＯＴ１０２におけるＶＩＰ３Ａａタンパク質。
【００６５】
　もちろん、「昆虫抵抗性トランスジェニック植物」は、本明細書で使用される場合、上
記クラス（１）～（８）のいずれか１つのタンパク質をコードする遺伝子の組合せを含ん
でいる任意の植物も包含する。一実施形態では、異なった標的昆虫種に対して異なったタ
ンパク質を使用した場合に影響を受ける標的昆虫種の範囲を拡大するために、又は、同一
の標的昆虫種に対して殺虫活性を示すが作用機序は異なっている（例えば、当該昆虫内の
異なった受容体結合部位に結合する）異なったタンパク質を用いることによって当該植物
に対する昆虫の抵抗性の発達を遅延させるために、昆虫抵抗性植物は上記クラス（１）～
（８）のいずれか１つのタンパク質をコードする２つ以上の導入遺伝子を含んでいる。
【００６６】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られたもの）は、非生物的ストレスに対して耐性を示す。そのよう
な植物は、遺伝的形質転換によって得ることができるか、又は、そのようなストレス抵抗
性を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることができる。特に
有用なストレス耐性植物としては、以下のものなどがある：
　（ａ）　植物細胞内又は植物内におけるポリ（ＡＤＰ－リボース）ポリメラーゼ（ＰＡ
ＲＰ）遺伝子の発現及び／又は活性を低減させることが可能な導入遺伝子を含んでいる植
物；
　（ｂ）　植物又は植物細胞のＰＡＲＧコード化遺伝子の発現及び／又は活性を低減させ
ることが可能なストレス耐性を強化する導入遺伝子を含んでいる植物；
　（ｃ）　ニコチンアミダーゼ、ニコチン酸ホスホリボシルトランスフェラーゼ、ニコチ
ン酸モノヌクレオチドアデニルトランスフェラーゼ、ニコチンアミドアデニンジヌクレオ
チドシンテターゼ又はニコチンアミドホスホリボシルトランスフェラーゼを包含するニコ
チンアミドアデニンジヌクレオチドサルベージ生合成経路の植物機能性酵素（ｐｌａｎｔ
－ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　ｅｎｚｙｍｅ）をコードするストレス耐性を強化する導入遺伝
子を含んでいる植物。
【００６７】
　上記形質を有している植物の例について、非網羅的に表Ａに記載する。
【００６８】
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【００６９】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られたもの）は、収穫された生産物の改変された量、品質及び／若
しくは貯蔵安定性、並びに／又は、収穫された生産物の特定の成分の改変された特性を示
す。例えば：
　（１）　野生型の植物細胞又は植物において合成された澱粉と比較して、その物理化学
的特性〔特に、アミロース含有量若しくはアミロース／アミロペクチン比、枝分かれ度、
平均鎖長、側鎖分布、粘性挙動、ゲル化強度（ｇｅｌｌｉｎｇ　ｓｔｒｅｎｇｔｈ）、澱
粉粒径及び／又は澱粉粒子形態〕が変えられていて、特定の用途により適した変性澱粉を
合成するトランスジェニック植物；
　（２）　非澱粉炭水化物ポリマーを合成するか又は遺伝子組換えがなされていない野生
型植物と比較して改変された特性を有する非澱粉炭水化物ポリマーを合成するトランスジ
ェニック植物。その例は、ポリフルクトース（特に、イヌリン型及びレバン型のポリフル
クトース）を産生する植物、α－１，４－グルカン類を産生する植物、α－１，６－分枝
　α－１，４－グルカン類を産生する植物、及び、アルテルナンを産生する植物である；
　（３）　ヒアルロナンを産生するトランスジェニック植物。
【００７０】
　本発明に従って処理し得る特に有用なトランスジェニック植物は、アメリカ合衆国内に
おける規制除外（ｎｏｎ－ｒｅｇｕｌａｔｅｄ　ｓｔａｔｕｓ）についてのアメリカ合衆
国農務省（ＵＳＤＡ）の動植物検疫局（ＡＰＨＩＳ）に対する申請の対象である（ここで
、そのような申請は、許可されていても又は審理中であってもよい）、形質転換イベント
又は形質転換イベントの組合せを含んでいる植物でである。いつ何時でも、この情報は、
ＡＰＨＩＳ（４７００　Ｒｉｖｅｒ　Ｒｏａｄ　Ｒｉｖｅｒｄａｌｅ，ＭＤ　２０７３７
，ＵＳＡ）から、例えば、そのインターネットサイト（ＵＲＬ　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．
ａｐｈｉｓ．ｕｓｄａ．ｇｏｖ／ｂｒｓ／ｎｏｔ＿ｒｅｇ．ｈｔｍｌ）において、容易に
入手することができる。本出願の出願日において、ＡＰＨＩＳが審理中であるか又はＡＰ
ＨＩＳによって許可された規制除外についての申請は、表Ｂに記載されているものである
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　申請：　申請の識別番号。形質転換イベントの技術的な記述は、この申請番号を参照す
ることによってＡＰＨＩＳから（例えば、ＡＰＨＩＳウェブサイト上で）入手可能な個々
の申請書類の中に見いだすことができる。これらの記述は、参照により本明細書に組み入
れる。
【００７１】
　申請の延長：　延長が請願されている先の申請についての参照。
【００７２】
　研究機関：　申請書を提出している団体の名称。
【００７３】
　被規制物：　関連する植物。
トランスジェニック表現型：　形質転換イベントによって植物に賦与された形質。
【００７４】
　形質転換イベント又はライン：　規制除外が請願されている１種類又は複数種類のイベ
ント（場合により、ラインとも称される）の名称。
【００７５】
　ＡＰＨＩＳ文書：　申請に関してＡＰＨＩＳから刊行されているさまざまな文書（これ
は、ＡＰＨＩＳに要求することができる）。
【００７６】
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　極めて特定の実施形態では、植物病原性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は植物
若しくは作物の害虫を治療的又は予防的に防除する方法が記述され、ここで、該方法は、
種子、植物繁殖器官若しくは植物に対して施用するか又は遺伝子組換えされた植物〔ここ
で、該遺伝子組み換えされた植物によって発現される活性成分は、表Ａ又は表Ｂの横列に
対応する〕の果実に対して施用することにより、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）の組合せ又
は化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）と化合物（Ｃ）の組合せを使用することを含む。
【００７８】
　特定の施用量において、本発明による活性物質組合せは、植物における強化効果（ｓｔ
ｒｅｎｇｔｈｅｎｉｎｇ　ｅｆｆｅｃｔ）も示し得る。従って、本発明の活性物質組合せ
は、望ましくない植物病原性の菌類及び／又は微生物及び／又はウイルスによる攻撃に対
して植物の防御システムを動員させるのにも適している。これは、適切な場合には、本発
明による組合せの例えば菌類に対する強化された活性の理由のうちの１つであり得る。本
発明に関連して、植物を強化する（抵抗性を誘導する）物質は、処理された植物が、その
後で望ましくない植物病原性の菌類及び／又は微生物及び／又は害虫及び／又はウイルス
を接種されたときに、それらの望ましくない植物病原性の菌類及び／又は微生物及び／又
は害虫及び／又はウイルスに対して実質的な程度の抵抗性を示すように、植物の防御シス
テムを刺激することができる物質又は物質の組合せを意味するものと理解される。かくし
て、処理後特定の期間、上記病原体による攻撃に対して植物を保護するために、本発明の
物質を用いることができる。保護が達成される期間は、植物が該活性物質で処理されてか
ら、一般に、１～１０日間、好ましくは、１～７日間である。
【００７９】
　さらなる態様において、本発明による組合せを含んでいる組成物が提供される。好まし
くは、該殺菌性及び／又は殺虫性の組成物は、農業上許容される添加剤、溶媒、担体、界
面活性剤又は増量剤を含んでいる。
【００８０】
　本発明によれば、用語「担体」は、式（Ｉ）で表される活性化合物（Ａ）及び化合物（
Ｂ）と組み合わせて又は関連させて、特に該植物の部分に対して、より容易に施用できる
ようにする、天然又は合成の有機化合物又は無機化合物を意味する。このような支持体は
、従って、好ましくは不活性であり、また、少なくとも農業上許容されるものであるべき
である。支持体は、固体であることができるし、又は、液体であることもできる。
【００８１】
　適切な固体担体は、以下のものである：例えば、アンモニウム塩、及び、天然石粉末、
例えば、カオリン、クレー、タルカム、チョーク、石英、アタパルジャイト、モンモリロ
ナイト又はケイ藻土、及び、合成石粉末、例えば、高分散シリカ、酸化アルミニウム及び
シリケート、油蝋、固形肥料、水、アルコール（好ましくは、ブタノール）、有機溶媒、
鉱油及び植物油、並びに、それれらの誘導体；
　粒剤に適する固体担体は、例えば、粉砕して分別した天然石、例えば、方解石、大理石
、軽石、海泡石、苦灰岩、並びに、無機及び有機の粉末からなる合成顆粒や、有機材料、
例えば、紙、おがくず、ココナッツ殻、トウモロコシ穂軸及びタバコの葉柄などからなる
顆粒などである。
【００８２】
　液化した気体希釈剤又は支持体は、常温常圧下では気体であるような液体、例えば、エ
ーロゾル噴射剤、例えば、ハロ炭化水素類、並びに、ブタン、プロパン、窒素及び二酸化
炭素などを意味する。
【００８３】
　上記製剤において、接着剤、例えば、カルボキシメチルセルロース、天然及び合成の粉
末化ポリマー又は顆粒状ポリマー又はラテックス様ポリマー、例えば、アラビアゴム、ポ
リビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、並びに、天然のリン脂質、例えば、セファリン及
びレシチン、並びに、合成リン脂質などを使用することができる。さらなる添加剤は、鉱
油又は植物油及び蝋（これらは、場合により、変性されていてもよい）であり得る。
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【００８４】
　適切な増量剤は、例えば、水、並びに、極性及び非極性の有機化学的液体、例えば、以
下の種類から選択されるものである：芳香族及び非芳香族の炭化水素類（例えば、パラフ
ィン類、アルキルベンゼン類、アルキルナフタレン類、クロロベンゼン類）、アルコール
類及びポリオール類（これらは、適切な場合には、置換されていてもよく、エーテル化さ
れていてもよく、及び／又は、エステル化されていてもよい）、ケトン類（例えば、アセ
トン、シクロヘキサノン）、エステル類（これは、脂肪類及び油類を包含する）及び（ポ
リ）エーテル類、置換されていない及び置換されているアミン類、アミド類、ラクタム類
（例えば、Ｎ－アルキルピロリドン類）及びラクトン類、スルホン類及びスルホキシド類
（例えば、ジメチルスルホキシド）。
【００８５】
　使用する増量剤が水である場合、例えば有機溶媒を補助溶媒として使用することもでき
る。本質的に、適切な液体溶媒は、芳香族化合物、例えば、キシレン、トルエン又はアル
キルナフタレン類、塩素化芳香族化合物又は塩素化脂肪族炭化水素、例えば、クロロベン
ゼン類、クロロエチレン類又は塩化メチレン、脂肪族炭化水素、例えば、シクロヘキサン
又はパラフィン類、例えば、石油留分、鉱油及び植物油、アルコール類、例えば、ブタノ
ール又はグリコールとそれらのエーテル類及びエステル類、ケトン類、例えば、アセトン
、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン又はシクロヘキサノン、強極性溶媒、例
えば、ジメチルスルホキシドなどであり、さらに、水も適している。
【００８６】
　本発明の組成物には、さらにまた、付加的な成分も含有させることができる。特に、該
組成物には、さらに、界面活性剤を含有させることができる。該界面活性剤は、イオン性
若しくは非イオン性のタイプの乳化剤、分散剤若しくは湿潤剤であることが可能であるか
、又は、そのような界面活性剤の混合物であることが可能である。例えば、以下のものを
挙げることができる：ポリアクリル酸塩、リグノスルホン酸塩、フェノールスルホン酸塩
若しくはナフタレンスルホン酸塩、エチレンオキシドと脂肪アルコールの重縮合物若しく
はエチレンオキシドと脂肪酸の重縮合物若しくはエチレンオキシドと脂肪アミンの重縮合
物、置換されているフェノール（特に、アルキルフェノール又はアリールフェノール）、
スルホコハク酸エステルの塩、タウリン誘導体（特に、アルキルタウレート）、ポリオキ
シエチル化アルコールのリン酸エステル若しくはポリオキシエチル化フェノールのリン酸
エステル、ポリオールの脂肪酸エステル、並びに、硫酸官能基、スルホン酸官能基及びリ
ン酸官能基を含んでいる本発明化合物の誘導体、例えば、アルキルアリールポリグリコー
ルエーテル類、アルキルスルホネート類、アルキルスルフェート類、アリールスルホネー
ト類、タンパク質加水分解物、リグノスルファイト廃液及びメチルセルロースなど。該活
性化合物及び／又は該不活性支持体が水不溶性である場合、並びに、施用のための媒介物
（ｖｅｃｔｏｒ　ａｇｅｎｔ）が水である場合、一般に、少なくとも１種類の界面活性剤
を存在させることが必要である。好ましくは、界面活性剤の含有量は、該組成物の５重量
％～４０重量％であり得る。
【００８７】
　適切な乳化剤及び／又は泡形成剤は、例えば、非イオン性及びアニオン性の乳化剤、例
えば、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル類、ポリオキシエチレン脂肪アルコールエーテ
ル類などであり、適切な分散剤は、非イオン性及び／又はイオン性の物質、例えば、アル
コールＰＯＥ及び／又はＰＯＰエーテル類、酸及び／又はＰＯＰ若しくはＰＯＥエステル
類、アルキルアリール及び／又はＰＯＰ若しくはＰＯＥエーテル類、脂肪及び／又はＰＯ
Ｐ－ＰＯＥ付加体、ＰＯＥ及び／又はＰＯＰポリオール誘導体、ＰＯＥ及び／又はＰＯＰ
／ソルビタン若しくは糖付加体、アルキルスルフェート類若しくはアリールスルフェート
類、アルキルスルホネート類若しくはアリールスルホネート類及びアルキルホスフェート
類若しくはアリールホスフェート類又はそれらの対応するＰＯエーテル付加体の類から選
ばれた非イオン性及び／又はイオン性の物質などである。さらに、適切なオリゴマー又は
ポリマー、例えば、ビニルモノマーに基づくもの、アクリル酸に基づくもの、ＥＯ及び／
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若しくはＰＯの単独又は例えば（ポリ）アルコール類若しくは（ポリ）アミン類と組み合
わせたものに基づくもの。さらにまた、リグニン及びそのスルホン酸誘導体、単純セルロ
ース及び変性セルロース、芳香族及び／又は脂肪族のスルホン酸並びにそれらのホルムア
ルデヒドとの付加体なども使用することができる。分散剤として適しているものは、例え
ば、リグノスルファイト廃液及びメチルセルロースなどである。
【００８８】
　着色剤、例えば、無機顔料、例えば、酸化鉄、酸化チタン及びフェロシアンブルー、並
びに、有機色素、例えば、アリザリン染料、アゾ染料及び金属フタロシアニン染料、並び
に、微量元素、例えば、鉄塩、マンガン塩、ホウ素塩、銅塩、コバルト塩、モリブデン塩
及び亜鉛塩などを使用することができる。
【００８９】
　場合により、付加的な別の成分、例えば、保護コロイド、粘着剤、増粘剤、揺変剤、浸
透剤、安定化剤、金属イオン封鎖剤などを含ませることもできる。さらに一般的には、該
活性化合物は、通常の製剤技術に従う固体又は液体の任意の添加剤と組み合わせることが
可能である。
【００９０】
　一般に、本発明の組成物は、０．０５～９９重量％の活性化合物、好ましくは、１～７
０重量％の活性化合物、最も好ましくは、１０～５０重量％の活性化合物を含有すること
ができる。
【００９１】
　本発明による組合せ又は組成物は、そのままで、それらの製剤の形態で、又は、それか
ら調製される使用形態として、例えば、エーロゾルディスペンサー、カプセル懸濁液剤、
冷煙霧濃厚剤（ｃｏｌｄ　ｆｏｇｇｉｎｇ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ）、温煙霧濃厚剤（
ｈｏｔ　ｆｏｇｇｉｎｇ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ）、カプセル化粒剤、細粒剤、種子処
理用フロアブル剤、即時使用可能な（ｒｅａｄｙ－ｔｏ－ｕｓｅ）溶液剤、散粉性粉剤、
乳剤、水中油型エマルション剤、油中水型エマルション剤、大型粒剤、微粒剤、油分散性
粉剤、油混和性フロアブル剤、油混和性液剤、泡剤（ｆｒｏｔｈ）、ペースト剤、農薬粉
衣種子、懸濁製剤（フロアブル剤）、サスポエマルション製剤、可溶性濃厚剤（ｓｏｌｕ
ｂｌｅ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ）、懸濁液剤（ｓｕｓｐｅｎｓｉｏｎ）、可溶性粉剤、
粒剤、水溶性顆粒剤、水溶性錠剤、種子処理用水溶性粉剤、水和剤、活性化合物を含浸さ
せた天然物質、活性化合物を含浸させた合成物質、ポリマー物質中にマイクロカプセル化
したもの、種子用ジャケット中にマイクロカプセル化したもの、さらに、ＵＬＶ－冷煙霧
製剤（ｃｏｌｄ　ｆｏｇｇｉｎｇ　ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ）、ＵＬＶ－温煙霧製剤（ｈ
ｏｔ　ｆｏｇｇｉｎｇ　ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ）、ガス剤（加圧下）、ガス生成剤（ｇ
ａｓ　ｇｅｎｅｒａｔｉｎｇ　ｐｒｏｄｕｃｔ）、植物用棒状剤（ｐｌａｎｔ　ｒｏｄｌ
ｅｔ）、乾燥種子処理用粉剤、種子処理用溶液剤、微量散布用液剤（ｕｌｔｒａ　ｌｏｗ
　ｖｏｌｕｍｅ　（ＵＬＶ）　ｌｉｑｕｉｄ）、微量散布用懸濁液剤（ｕｌｔｒａ　ｌｏ
ｗ　ｖｏｌｕｍｅ　（ＵＬＶ）　ｓｕｓｐｅｎｓｉｏｎ）、顆粒水和剤、水分散性錠剤、
スラリー処理用水和剤などとして使用することが可能である。
【００９２】
　これらの製剤は、既知方法で、該活性化合物又は活性化合物組合せを慣習的な添加剤、
例えば、慣習的な増量剤、並びに、さらに、溶媒若しくは稀釈剤、乳化剤、分散剤、及び
／又は、結合剤若しくは固定剤、湿潤剤、撥水剤と混合させ、適切な場合には、さらに、
乾燥剤及び紫外線安定剤、着色剤、顔料、消泡剤、防腐剤、第２の増粘剤、粘着剤、ジベ
レリン類及び水、並びに、さらなる加工助剤と混合させることにより、調製する。
【００９３】
　これらの組成物には、処理対象の植物又は種子に対して噴霧装置又は散粉装置のような
適切な装置を用いて施用される状態にある組成物のみではなく、作物に対して施用する前
に希釈することが必要な商業的な濃厚組成物も包含される。
【００９４】
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　出芽後の植物に損傷を与える植物病原性の菌類及び／若しくは微生物並びに／又は害虫
の防除は、主に、土壌及び植物の地上部を作物保護剤で処理することにより実施する。作
物保護剤が環境並びにヒト及び動物の健康に対して影響を及ぼし得るということに関する
懸念のために、施用する活性化合物の量を低減させる努力がなされている。
【００９５】
　本発明による活性化合物組合せは、その市販製剤中に及びそのような製剤から調製した
使用形態中に含まれた状態で、殺虫剤、誘引剤、不妊剤、殺細菌剤、殺ダニ剤、殺線虫剤
、殺菌剤、成長調節物質、除草剤、薬害軽減剤、肥料又は情報化学物質などの他の活性化
合物との混合物として使用することができる。
【００９６】
　本発明による活性化合物組合せを用いた植物及び植物の部分の処理は、通常の処理方法
を用いて、例えば、潅水（灌注（ｄｒｅｎｃｈｉｎｇ））、点滴灌漑、散布、気化、噴霧
、ばらまき、散粉、泡状散布（ｆｏａｍｉｎｇ）、塗布（ｓｐｒｅａｄｉｎｇ－ｏｎ）に
よって、及び、乾燥種子処理用の粉末、種子処理用の溶液、種子処理用の水溶性粉末、ス
ラリー処理用の水溶性粉末として直接的に実施するか又はそれらの周囲、生息環境若しく
は貯蔵区域に作用させることによって実施し、又は、繁殖器官の場合、特に、種子の場合
、表面を覆うことによって、さらに、乾燥処理、スラリー処理、液体処理によって、１層
若しくは多層コーティングによって実施する。該活性化合物を微量散布法（ｕｌｔｒａ－
ｌｏｗ　ｖｏｌｕｍｅ　ｍｅｔｈｏｄ）で施用するも可能であり、又は、該活性化合物調
製物若しくは該活性化合物自体を土壌中に注入することも可能である。
【００９７】
　本発明による処理方法は、さらにまた、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）、又は、化合物（
Ａ）と化合物（Ｂ）と化合物（Ｃ）を、同時に、別々に又は順次に使用することも提供す
る。
【００９８】
　本発明による処理方法で通常施用される活性化合物の薬量／施用量は、一般に、及び、
有利には、以下のとおりである：
　・　茎葉処理に関しては：０．１～１０，０００ｇ／ｈａ、好ましくは、１０～１，０
００ｇ／ｈａ、さらに好ましくは、５０～３００ｇ／ｈａ；　灌注施用又は点滴施用の場
合、該薬量は、特にロックウール又はパーライトなどの不活性基体を使用する場合、低減
させることさえ可能である；
　・　種子処理に関しては：種子１００ｋｇ当たり２～２００ｇ、好ましくは、種子１０
０ｋｇ当たり３～１５０ｇ；
　・　土壌処理に関しては：０．１～１０，０００ｇ／ｈａ、好ましくは、１～５，００
０ｇ／ｈａ。
【００９９】
　ここに示されている薬量は、本発明による方法を例証する例として与えられている。当
業者は、特に処理対照の植物又は作物の種類に応じて、該施用薬量を適合させる方法を理
解するであろう。
【０１００】
　本発明による組合せは、処理後ある一定の期間、害虫並びに／又は植物病原性の菌類及
び／若しくは微生物並びに／又は害虫に対して植物を保護するために用いることができる
。保護が達成される期間は、植物が該組合せで処理されてから、一般に、１～２８日間、
好ましくは、１～１４日間であり、又は、植物繁殖器官が処理されてから、最大で２００
日間である。
【０１０１】
　本発明による処理方法は、繁殖器官、例えば、塊茎又は根茎や、さらには、種子、実生
又は移植実生（ｓｅｅｄｌｉｎｇｓ　ｐｒｉｃｋｉｎｇ　ｏｕｔ）及び植物又は移植植物
（ｐｌａｎｔｓ　ｐｒｉｃｋｉｎｇ　ｏｕｔ）を処理するのにも有用であり得る。この処
理方法は、根を処理するのにも有用であり得る。本発明による処理方法は、関係している
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植物の幹、茎又は葉柄、葉、花及び果実のような植物の地上部を処理するのにも有用であ
り得る。
【０１０２】
　本発明のさらなる態様は、天然のライフサイクルから得られた植物若しくは動物に由来
する天然物質又はそれらの加工された形態を保護する方法であり、ここで、該方法は、植
物若しくは動物に由来する該天然物質又はそれらの加工された形態に相乗的に有効な量の
化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）の組合せを施用することを含む。
【０１０３】
　好ましい実施形態は、天然のライフサイクルから得られた植物に由来する天然物質又は
それらの加工された形態を保護する方法であり、ここで、該方法は、植物に由来する該天
然物質又はそれらの加工された形態に相乗的に有効な量の化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）と
化合物（Ｃ）の組合せを施用することを含む。
【０１０４】
　さらに好ましい実施形態は、天然のライフサイクルから得られた果実（好ましくは、仁
果類、核果類、小果樹類及び柑橘類）又はそれらの加工された形態を保護する方法であり
、ここで、該方法は、植物に由来する該天然物質又はそれらの加工された形態に相乗的に
有効な量の化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）の組合せを施用することを含む。
【０１０５】
　本発明は、種子を、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）で同時に処理するか、又は、化合物（
Ａ）と化合物（Ｂ）と化合物（Ｃ）で同時に処理するような手順を包含する。本発明は、
さらに、種子を、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）で別々に処理するか、又は、化合物（Ａ）
と化合物（Ｂ）と化合物（Ｃ）で別々に処理するような手順も包含する。
【０１０６】
　本発明は、さらに、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）で同時に処理されたか、又は、化合物
（Ａ）と化合物（Ｂ）と化合物（Ｃ）で同時に処理された種子も包含する。本発明は、さ
らに、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）で別々に処理されたか、又は、化合物（Ａ）と化合物
（Ｂ）と化合物（Ｃ）で別々に処理された種子も包含する。後者の種子の場合、当該活性
成分は、別々の層中に施用することができる。これらの層は、活性成分を含んでいても又
は含んでいなくてもよいさらなる層で、場合により、隔てることができる。
【０１０７】
　本発明の組合せ及び／又は組成物は、種子を処理するのに特に適している。栽培変種（
ｃｕｌｔｉｇｅｎ）に対して害虫並びに／又は植物病原性の菌類及び／若しくは微生物に
よってもたらされる被害の大部分は、種子を貯蔵中及び土壌中に播種した後、並びに、植
物が発芽している最中及び発芽後に、当該種子が侵襲されることによって起こる。この相
は特に危険である。それは、生長している植物の根及び苗条は特に感受性が高く、少量の
損傷であっても植物全体を死に至らしめ得るからである。従って、適切な薬剤を用いて種
子及び発芽中の植物を保護することに、大きな関心が持たれている。
【０１０８】
　植物の種子を処理することによる害虫並びに／又は植物病原性の菌類及び／若しくは微
生物の防除は、かなり長い間知られており、継続的に改良が加えられている。しかしなが
ら、種子を処理することには、必ずしも満足のいくように解決することができるわけでは
ない多くの問題がある。従って、播種後又は植物の発芽後に植物保護剤を追加で施用する
ことを不必要とするような、種子及び発芽中の植物を保護する方法を開発することは価値
がある。さらに、施用する活性化合物によって植物自体に損傷を与えることなく、種子及
び発芽中の植物が害虫並びに／又は植物病原性の菌類及び／若しくは微生物による侵襲に
対して可能な限り最も良好に保護されるように、施用する活性物質の量を最適化すること
も価値がある。特に、種子を処理する方法では、作物保護剤の消費を最少量にして種子及
び発芽中の植物を最適に保護するために、トランスジェニック植物の内因性の殺菌特性及
び／又は殺虫特性も考慮に入れるべきである。
【０１０９】
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　従って、本発明は、特に、害虫並びに／又は植物病原性の菌類及び／若しくは微生物に
よる侵襲から種子及び発芽中の植物を保護する方法に関し、ここで、該方法においては、
該種子を本発明の組合せ／組成物で処理する。さらに、本発明は、種子及び発芽中の植物
を害虫並びに／又は植物病原性の菌類及び／若しくは微生物から保護するために種子を処
理するための本発明の組合せ／組成物の使用にも関する。さらに、本発明は、害虫並びに
／又は植物病原性の菌類及び／若しくは微生物から保護するために本発明の組合せ／組成
物で処理された種子にも関する。
【０１１０】
　本発明の有利な点の１つは、本発明の組合せ／組成物が有している際立った浸透移行特
性によって、この組合せ／組成物を用いた処理によりその種子自体が害虫並びに／又は植
物病原性の菌類及び／若しくは微生物から保護されるのみではなく、出芽後に現れる植物
も保護されるということである。かくして、播種時又は播種後間もなくの作物の直接的な
処理を省くことができる。
【０１１１】
　さらなる有利な点は、本発明の組合せ／組成物の殺菌活性及び／又は殺虫活性が個々の
それぞれの活性化合物と比較して相乗的に増大しているということであり、これは、個別
的に施用された両方の活性化合物の活性の総和を超えている。かくして、施用する活性化
合物の量を最適化することが可能となる。
【０１１２】
　さらに、本発明の混合物が、特に、トランスジェニック種子（そのような種子から生じ
た植物は、害虫並びに植物病原性の菌類及び／又は微生物に対抗するタンパク質を発現す
ることができる）と一緒に使用することも可能であるということも、有利な点として見な
される。そのような種子を本発明の薬剤で処理することで、特定の害虫並びに／又は植物
病原性の菌類及び／若しくは微生物は、例えば殺虫活性タンパク質の発現により既に防除
可能であり、そして、本発明の薬剤を用いて相乗的な活性の補足（これは、害虫による侵
襲からの保護の有効性をさらに一層向上させる）が起こるということはさらに驚くべきこ
とである。
【０１１３】
　本発明の作用剤は、農業において、温室で、林業において、畝間処理において、園芸に
おいて又はブドウ園において使用される上記で既に記載した全てのタイプの植物変種の種
子を保護するのに適している。特に、これは、穀類（例えば、コムギ、オオムギ、ライム
ギ、ライコムギ、アワ、エンバク、イネ）、トウモロコシ、ワタ、ダイズ、ジャガイモ、
ヒマワリ、インゲンマメ、コーヒー、ビート（例えば、テンサイ、フダンソウ（ｍａｎｇ
ｏｌｄ）及び飼料用ビート（ｆｅｅｄ　ｂｅｅｔ））、ラッカセイ、カノラ、ナタネ、ケ
シ、オリーブ、ココナッツ、カカオ、サトウキビ又はタバコの種子に関する。本発明の組
合せ／組成物は、さらにまた、果実植物、及び、野菜（例えば、トマト、キュウリ、タマ
ネギ及びレタス）、芝生（ｌａｗｎ）、芝生（ｔｕｒｆ）、及び、先に記載した観賞植物
の種子を処理するのにも適している。コムギ、オオムギ、ライムギ、ライコムギ、エンバ
ク、トウモロコシ、イネ、ダイズ、ワタ、カノラ、ナタネの種子を処理することは、特に
重要である。
【０１１４】
　既に記述したように、本発明の組合せ／組成物によるトランスジェニック種子の処理は
、特に重要である。これは、特定の殺虫特性を有するポリペプチドの発現を支配する少な
くとも１種類の異種遺伝子を一般に含んでいる植物の種子に関する。トランスジェニック
種子内の異種遺伝子は、バシルス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ）、リゾビウム（Ｒｈｉｚｏｂｉｕ
ｍ）、シュードモナス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ）、セラチア（Ｓｅｒｒａｔｉａ）、ト
リコデルマ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒｍａ）、クラビバクテル（Ｃｌａｖｉｂａｃｔｅｒ）、
グロムス（Ｇｌｏｍｕｓ）又はグリオクラジウム（Ｇｌｉｏｃｌａｄｉｕｍ）などの微生
物に由来し得る。本発明は、その遺伝子産物がアワノメイガ（Ｅｕｒｏｐｅａｎ　ｃｏｒ
ｎ　ｂｏｒｅｒ）及び／又はウェスタンコーンルートワーム（ｗｅｓｔｅｒｎ　ｃｏｒｎ
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　ｒｏｏｔｗｏｒｍ）に対して活性を示すバシルス属種（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｓｐ．）に
由来する少なくとも１種類の異種遺伝子を含んでいてるトランスジェニック種子を処理す
るのに特に適している。特に好ましいのは、バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌ
ｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由来する異種遺伝子である。
【０１１５】
　本発明に関連して、本発明の組合せ／組成物は、種子に対して、単独で施用するか、又
は、適切な製剤中に含ませて施用する。好ましくは、種子は、処理中に損傷が生じないほ
ど充分に安定な状態で処理する。一般に、種子の処理は、収穫と播種の間の任意の時点で
実施することができる。通常、植物から分離されていて、肉穂花序、殻、柄、莢、綿毛又
は果肉が取り除かれている種子を使用する。収穫され、不純物が取り除かれ、含水量が１
５％（ｗ／ｗ）未満となるまで乾燥された種子を使用する。あるいは、乾燥後に水で処理
され、その後再度乾燥された種子も使用することができる。
【０１１６】
　種子の処理に際しては、種子に施用する本発明の組合せ／組成物の量及び／又はさらな
る添加剤の量を、種子の発芽が損なわれないように及び生じた植物が損傷を受けないよう
に選択することについて、一般に注意しなくてはならない。このことは、とりわけ、特定
の量で施用されたときに薬害作用を示し得る活性化合物の場合には、留意しなくてはなら
ない。
【０１１７】
　本発明の組合せ／組成物は、直接的に施用することが、即ち、付加的な成分を含ませる
ことなく、また、希釈することなく、施用することが可能である。通常、該組合せ／組成
物は、適切な製剤の形態で種子に施用するのが好ましい。種子を処理するための適切な製
剤及び方法は、当業者には知られており、例えば、以下の文献に記載されている：ＵＳ　
４，２７２，４１７Ａ、ＵＳ　４，２４５，４３２Ａ、ＵＳ　４，８０８，４３０Ａ、Ｕ
Ｓ　５，８７６，７３９Ａ、ＵＳ　２００３／０１７６４２８Ａ１、ＷＯ　２００２／０
８０６７５Ａ１、ＷＯ　２００２／０２８１８６Ａ２。
【０１１８】
　本発明に従って使用可能な活性化合物組合せ及び組成物は、慣習的な種子粉衣製剤、例
えば、溶液剤、エマルション剤、懸濁液剤、粉末剤、泡剤、スラリー剤又は種子用の別の
コーティング物質、及び、さらに、ＵＬＶ製剤に変換することができる。
【０１１９】
　これらの製剤は、既知方法で、活性化合物又は活性化合物組合せを慣習的な添加剤、例
えば、慣習的な増量剤、及び、さらに、溶媒又は希釈剤、着色剤、湿潤剤、分散剤、乳化
剤、消泡剤、防腐剤、第２の増粘剤、粘着剤、ジベレリン類などと混合させ、及び、さら
に、場合により水と混合させることによって調製する。
【０１２０】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な着色剤には、そのような目的
に関して慣習的な全ての着色剤が包含される。水中での溶解性が乏しい顔料と水中で溶解
する染料の両方を使用し得る。挙げることができる例としては、以下の名称で知られてい
る着色剤などがある：「Ｒｈｏｄａｍｉｎｅ　Ｂ」、「Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ
　１１２」、及び、「Ｃ．Ｉ．Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｒｅｄ　１」。
【０１２１】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な湿潤剤には、農薬活性物質の
製剤において慣習的な湿潤を促進する全ての物質が包含される。好ましくは、アルキルナ
フタレンスルホネート類、例えば、ジイソプロピルナフタレンスルホネート又はジイソブ
チルナフタレンスルホネートなどを使用することが可能である。
【０１２２】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な分散剤及び／又は乳化剤には
、上記のように、農薬活性物質の製剤において慣習的な非イオン性、アニオン性及びカチ
オン性の全ての分散剤が包含される。
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【０１２３】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な消泡剤には、農薬活性物質の
製剤において慣習的な全ての泡抑制物質が包含される。好ましくは、シリコーン消泡剤及
びステアリン酸マグネシウムを使用することができる。
【０１２４】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な防腐剤には、農薬組成物中で
当該目的のために使用することが可能な全ての物質が包含される。例として、ジクロロフ
ェン及びベンジルアルコールヘミホルマールを挙げることができる。
【０１２５】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な第２の増粘剤には、農薬組成
物中で当該目的のために使用することが可能な全ての物質が包含される。セルロース誘導
体、アクリル酸誘導体、キサンタン、変性クレー及び高分散シリカが、好ましく適切であ
る。
【０１２６】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な粘着剤には、種子粉衣中で使
用可能な全ての慣習的な結合剤が包含される。好ましくは、ポリビニルピロリドン、ポリ
酢酸ビニル、ポリビニルアルコール及びチロースを挙げることができる。
【０１２７】
　本発明の種子粉衣製剤中に存在させることができる適切なジベレリンには、好ましくは
、ジベレリンＡ１、ジベレリンＡ３（＝ジベレリン酸）、ジベレリンＡ４及びジベレリン
Ａ７が包含され、ジベレリンＡ３（＝ジベレリン酸）が特に好ましい。式（ＩＩ）で表さ
れるジベレリン類は既知であり、ジベレリン類の命名法は下記参考文献中に見いだすこと
ができる（ｃｆ．　Ｒ．Ｗｅｇｌｅｒ，　“Ｃｈｅｍｉｅ　ｄｅｒ　Ｐｆｌａｎｚｅｎｓ
ｃｈｕｔｚ－　ｕｎｄ　Ｓｃｈａｄｌｉｎｇｓｂｅｋａｍｐｆｕｎｇｓｍｉｔｔｅｌ”，
　Ｖｏｌｕｍｅ　２，　Ｓｐｒｉｎｇｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ，　Ｂｅｒｌｉｎ－Ｈｅｉｄｅ
ｌｂｅｒｇ－Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，　１９７０，　ｐａｇｅｓ　４０１－４１２）。
【０１２８】
　本発明に従って使用される種子粉衣製剤又は水を添加することによってその種子粉衣製
剤から調製した調製物を用いて種子を処理するための適切な混合装置には、粉衣するのに
通常使用可能な全ての混合装置が包含される。粉衣を行うときに採用される特定の手順は
、混合機に種子を導入すること、特定の所望量の種子粉衣製剤をそのまま添加するか又は
予め水で希釈したあとで添加すること、及び、該製剤が当該種子の表面に均質に分配され
るまで混合を実施することを含んでいる。場合により、乾燥工程を続けて行う。
【０１２９】
　該活性化合物組合せは、植物との良好な適合性を有し且つ恒温動物に対する毒性は望ま
しい程度であって、それら活性化合物組合せは、農業において、森林で、貯蔵生産物や材
料物質（ｍａｔｅｒｉａｌｓ）の保護において及び衛生学の分野において遭遇する害虫、
特に、昆虫類、クモ形類動物及び線虫類を防除するのに適している。それは、好ましくは
、茎葉処理及び土壌処理用の作物保護用組成物として使用する。
【０１３０】
　それは、通常の感受性種及び抵抗性種に対して有効であり、また、全ての発育段階又は
個別の発育段階に対して有効である。上記害虫としては、以下のものを挙げることができ
る：
　等脚目（Ｉｓｏｐｏｄａ）の、例えば、オニスクス・アセルス（Ｏｎｉｓｃｕｓ　ａｓ
ｅｌｌｕｓ）、アルマジリジウム・ブルガレ（Ａｒｍａｄｉｌｌｉｄｉｕｍ　ｖｕｌｇａ
ｒｅ）、ポルセリオ・スカベル（Ｐｏｒｃｅｌｌｉｏ　ｓｃａｂｅｒ）；　倍脚目（Ｄｉ
ｐｌｏｐｏｄａ）の、例えば、ブラニウルス・グツラツス（Ｂｌａｎｉｕｌｕｓ　ｇｕｔ
ｔｕｌａｔｕｓ）；　唇脚目（Ｃｈｉｌｏｐｏｄａ）の、例えば、ゲオフィルス・カルポ
ファグス（Ｇｅｏｐｈｉｌｕｓ　ｃａｒｐｏｐｈａｇｕｓ）、スクチゲラ属種（Ｓｃｕｔ
ｉｇｅｒａ　ｓｐｐ）；　コムカデ目（Ｓｙｍｐｈｙｌａ）の、例えば、スクチゲレラ・
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イマクラタ（Ｓｃｕｔｉｇｅｒｅｌｌａ　ｉｍｍａｃｕｌａｔａ）；　シミ目（Ｔｈｙｓ
ａｎｕｒａ）の、例えば、レピスマ・サッカリナ（Ｌｅｐｉｓｍａ　ｓａｃｃｈａｒｉｎ
ａ）；　トビムシ目（Ｃｏｌｌｅｍｂｏｌａ）の、例えば、オニキウルス・アルマツス（
Ｏｎｙｃｈｉｕｒｕｓ　ａｒｍａｔｕｓ）；　バッタ目（Ｏｒｔｈｏｐｔｅｒａ）の、例
えば、アケタ・ドメスチクス（Ａｃｈｅｔａ　ｄｏｍｅｓｔｉｃｕｓ）、グリロタルパ属
種（Ｇｒｙｌｌｏｔａｌｐａ　ｓｐｐ．）、ロクスタ・ミグラトリア・ミグラトリオイデ
ス（Ｌｏｃｕｓｔａ　ｍｉｇｒａｔｏｒｉａ　ｍｉｇｒａｔｏｒｉｏｉｄｅｓ）、メラノ
プルス属種（Ｍｅｌａｎｏｐｌｕｓ　ｓｐｐ．）、シストセルカ・グレガリア（Ｓｃｈｉ
ｓｔｏｃｅｒｃａ　ｇｒｅｇａｒｉａ）；　ゴキブリ目（Ｂｌａｔｔａｒｉａ）の、例え
ば、ブラッタ・オリエンタリス（Ｂｌａｔｔａ　ｏｒｉｅｎｔａｌｉｓ）、ペリプラネタ
・アメリカナ（Ｐｅｒｉｐｌａｎｅｔａ　ａｍｅｒｉｃａｎａ）、レウコファエア・マデ
ラエ（Ｌｅｕｃｏｐｈａｅａ　ｍａｄｅｒａｅ）、ブラッテラ・ゲルマニカ（Ｂｌａｔｔ
ｅｌｌａ　ｇｅｒｍａｎｉｃａ）；　ハサミムシ目（Ｄｅｒｍａｐｔｅｒａ）の、例えば
、フォルフィクラ・アウリクラリア（Ｆｏｒｆｉｃｕｌａ　ａｕｒｉｃｕｌａｒｉａ）；
　シロアリ目（Ｉｓｏｐｔｅｒａ）の、例えば、レチクリテルメス属種（Ｒｅｔｉｃｕｌ
ｉｔｅｒｍｅｓ　ｓｐｐ．）；　シラミ目（Ｐｈｔｈｉｒａｐｔｅｒａ）の、例えば、ペ
ジクルス・フマヌス・コルポリス（Ｐｅｄｉｃｕｌｕｓ　ｈｕｍａｎｕｓ　ｃｏｒｐｏｒ
ｉｓ）、ハエマトピヌス属種（Ｈａｅｍａｔｏｐｉｎｕｓ　ｓｐｐ．）、リノグナツス属
種（Ｌｉｎｏｇｎａｔｈｕｓ　ｓｐｐ．）、トリコデクテス属種（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｃｔ
ｅｓ　ｓｐｐ．）、ダマリニア属種（Ｄａｍａｌｉｎｉａ　ｓｐｐ．）；　アザミウマ目
（Ｔｈｙｓａｎｏｐｔｅｒａ）の、例えば、ヘルシノトリプス・フェモラリス（Ｈｅｒｃ
ｉｎｏｔｈｒｉｐｓ　ｆｅｍｏｒａｌｉｓ）、トリプス・タバシ（Ｔｈｒｉｐｓ　ｔａｂ
ａｃｉ）、トリプス・パルミ（Ｔｈｒｉｐｓ　ｐａｌｍｉ）、フランクリニエラ・オシデ
ンタリス（Ｆｒａｎｋｌｉｎｉｅｌｌａ　ｏｃｃｉｄｅｎｔａｌｉｓ）；　異翅目（Ｈｅ
ｔｅｒｏｐｔｅｒａ）の、例えば、エウリガステル属種（Ｅｕｒｙｇａｓｔｅｒ　ｓｐｐ
．）、ジスデルクス・インテルメジウス（Ｄｙｓｄｅｒｃｕｓ　ｉｎｔｅｒｍｅｄｉｕｓ
）、ピエスマ・クアドラタ（Ｐｉｅｓｍａ　ｑｕａｄｒａｔａ）、シメキス・レクツラリ
ウス（Ｃｉｍｅｘ　ｌｅｃｔｕｌａｒｉｕｓ）、ロドニウス・プロリクス（Ｒｈｏｄｎｉ
ｕｓ　ｐｒｏｌｉｘｕｓ）、トリアトマ属種（Ｔｒｉａｔｏｍａ　ｓｐｐ．）；　同翅目
（Ｈｏｍｏｐｔｅｒａ）の、例えば、アレウロデス・ブラシカエ（Ａｌｅｕｒｏｄｅｓ　
ｂｒａｓｓｉｃａｅ）、ベミシア・タバシ（Ｂｅｍｉｓｉａ　ｔａｂａｃｉ）、トリアレ
ウロデス・バポラリオルム（Ｔｒｉａｌｅｕｒｏｄｅｓ　ｖａｐｏｒａｒｉｏｒｕｍ）、
アフィス・ゴシピイ（Ａｐｈｉｓ　ｇｏｓｓｙｐｉｉ）、ブレビコリネ・ブラシカエ（Ｂ
ｒｅｖｉｃｏｒｙｎｅ　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）、クリプトミズス・リビス（Ｃｒｙｐｔｏ
ｍｙｚｕｓ　ｒｉｂｉｓ）、アフィス・ファバエ（Ａｐｈｉｓ　ｆａｂａｅ）、アフィス
・ポミ（Ａｐｈｉｓ　ｐｏｍｉ）、エリオソマ・ラニゲルム（Ｅｒｉｏｓｏｍａ　ｌａｎ
ｉｇｅｒｕｍ）、ヒアロプテルス・アルンジニス（Ｈｙａｌｏｐｔｅｒｕｓ　ａｒｕｎｄ
ｉｎｉｓ）、フィロキセラ・バスタトリクス（Ｐｈｙｌｌｏｘｅｒａ　ｖａｓｔａｔｒｉ
ｘ）、ペムフィグス属種（Ｐｅｍｐｈｉｇｕｓ　ｓｐｐ．）、マクロシフム・アベナエ（
Ｍａｃｒｏｓｉｐｈｕｍ　ａｖｅｎａｅ）、ミズス属種（Ｍｙｚｕｓ　ｓｐｐ．）、フォ
ロドン・フムリ（Ｐｈｏｒｏｄｏｎ　ｈｕｍｕｌｉ）、ロパロシフム・パジ（Ｒｈｏｐａ
ｌｏｓｉｐｈｕｍ　ｐａｄｉ）、エムポアスカ属種（Ｅｍｐｏａｓｃａ　ｓｐｐ．）、エ
ウスセリス・ビロバツス（Ｅｕｓｃｅｌｉｓ　ｂｉｌｏｂａｔｕｓ）、ネフォテッチキス
・シンクチセプス（Ｎｅｐｈｏｔｅｔｔｉｘ　ｃｉｎｃｔｉｃｅｐｓ）、レカニウム・コ
ルニ（Ｌｅｃａｎｉｕｍ　ｃｏｒｎｉ）、サイセチア・オレアエ（Ｓａｉｓｓｅｔｉａ　
ｏｌｅａｅ）、ラオデルファキス・ストリアテルス（Ｌａｏｄｅｌｐｈａｘ　ｓｔｒｉａ
ｔｅｌｌｕｓ）、ニラパルバタ・ルゲンス（Ｎｉｌａｐａｒｖａｔａ　ｌｕｇｅｎｓ）、
アオニジエラ・アウランチイ（Ａｏｎｉｄｉｅｌｌａ　ａｕｒａｎｔｉｉ）、アスピジオ
ツス・ヘデラエ（Ａｓｐｉｄｉｏｔｕｓ　ｈｅｄｅｒａｅ）、プセウドコックス属種（Ｐ
ｓｅｕｄｏｃｏｃｃｕｓ　ｓｐｐ．）、プシラ属種（Ｐｓｙｌｌａ　ｓｐｐ．）；　チョ
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ウ目（Ｌｅｐｉｄｏｐｔｅｒａ）の、例えば、ペクチノフォラ・ゴシピエラ（Ｐｅｃｔｉ
ｎｏｐｈｏｒａ　ｇｏｓｓｙｐｉｅｌｌａ）、ブパルス・ピニアリウス（Ｂｕｐａｌｕｓ
　ｐｉｎｉａｒｉｕｓ）、ケイマトビア・ブルマタ（Ｃｈｅｉｍａｔｏｂｉａ　ｂｒｕｍ
ａｔａ）、リトコレチス・ブランカルデラ（Ｌｉｔｈｏｃｏｌｌｅｔｉｓ　ｂｌａｎｃａ
ｒｄｅｌｌａ）、ヒポノメウタ・パデラ（Ｈｙｐｏｎｏｍｅｕｔａ　ｐａｄｅｌｌａ）、
プルテラ・キシロステラ（Ｐｌｕｔｅｌｌａ　ｘｙｌｏｓｔｅｌｌａ）、マラコソマ・ネ
ウストリア（Ｍａｌａｃｏｓｏｍａ　ｎｅｕｓｔｒｉａ）、エウプロクチス・クリソロエ
ア（Ｅｕｐｒｏｃｔｉｓ　ｃｈｒｙｓｏｒｒｈｏｅａ）、リマントリア属種（Ｌｙｍａｎ
ｔｒｉａ　ｓｐｐ．）、ブクラトリクス・ツルベリエラ（Ｂｕｃｃｕｌａｔｒｉｘ　ｔｈ
ｕｒｂｅｒｉｅｌｌａ）、フィロクニスチス・シトレラ（Ｐｈｙｌｌｏｃｎｉｓｔｉｓ　
ｃｉｔｒｅｌｌａ）、アグロチス属種（Ａｇｒｏｔｉｓ　ｓｐｐ．）、エウキソア属種（
Ｅｕｘｏａ　ｓｐｐ．）、フェルチア属種（Ｆｅｌｔｉａ　ｓｐｐ．）、エアリアス・イ
ンスラナ（Ｅａｒｉａｓ　ｉｎｓｕｌａｎａ）、ヘリオチス属種（Ｈｅｌｉｏｔｈｉｓ　
ｓｐｐ．）、マメストラ・ブラシカエ（Ｍａｍｅｓｔｒａ　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）、パノ
リス・フラメア（Ｐａｎｏｌｉｓ　ｆｌａｍｍｅａ）、スポドプテラ属種（Ｓｐｏｄｏｐ
ｔｅｒａ　ｓｐｐ．）、トリコプルシア・ニ（Ｔｒｉｃｈｏｐｌｕｓｉａ　ｎｉ）、カル
ポカプサ・ポモネラ（Ｃａｒｐｏｃａｐｓａ　ｐｏｍｏｎｅｌｌａ）、ピエリス属種（Ｐ
ｉｅｒｉｓ　ｓｐｐ．）、キロ属種（Ｃｈｉｌｏ　ｓｐｐ．）、ピラウスタ・ヌビラリス
（Ｐｙｒａｕｓｔａ　ｎｕｂｉｌａｌｉｓ）、エフェスチア・クエニエラ（Ｅｐｈｅｓｔ
ｉａ　ｋｕｅｈｎｉｅｌｌａ）、ガレリア・メロネラ（Ｇａｌｌｅｒｉａ　ｍｅｌｌｏｎ
ｅｌｌａ）、チネオラ・ビセリエラ（Ｔｉｎｅｏｌａ　ｂｉｓｓｅｌｌｉｅｌｌａ）、チ
ネア・ペリオネラ（Ｔｉｎｅａ　ｐｅｌｌｉｏｎｅｌｌａ）、ホフマノフィラ・プセウド
スプレテラ（Ｈｏｆｍａｎｎｏｐｈｉｌａ　ｐｓｅｕｄｏｓｐｒｅｔｅｌｌａ）、カコエ
シア・ポダナ（Ｃａｃｏｅｃｉａ　ｐｏｄａｎａ）、カプア・レチクラナ（Ｃａｐｕａ　
ｒｅｔｉｃｕｌａｎａ）、コリストネウラ・フミフェラナ（Ｃｈｏｒｉｓｔｏｎｅｕｒａ
　ｆｕｍｉｆｅｒａｎａ）、クリシア・アムビグエラ（Ｃｌｙｓｉａ　ａｍｂｉｇｕｅｌ
ｌａ）、ホモナ・マグナニマ（Ｈｏｍｏｎａ　ｍａｇｎａｎｉｍａ）、トルトリキス・ビ
リダナ（Ｔｏｒｔｒｉｘ　ｖｉｒｉｄａｎａ）、クナファロセルス属種（Ｃｎａｐｈａｌ
ｏｃｅｒｕｓ　ｓｐｐ．）、オウレマ・オリザエ（Ｏｕｌｅｍａ　ｏｒｙｚａｅ）；　コ
ウチュウ目（Ｃｏｌｅｏｐｔｅｒａ）の、例えば、アノビウム・プンクタツム（Ａｎｏｂ
ｉｕｍ　ｐｕｎｃｔａｔｕｍ）、リゾペルタ・ドミニカ（Ｒｈｉｚｏｐｅｒｔｈａ　ｄｏ
ｍｉｎｉｃａ）、ブルチジウス・オブテクツス（Ｂｒｕｃｈｉｄｉｕｓ　ｏｂｔｅｃｔｕ
ｓ）、アカントセリデス・オブテクツス（Ａｃａｎｔｈｏｓｃｅｌｉｄｅｓ　ｏｂｔｅｃ
ｔｕｓ）、ヒロトルペス・バジュルス（Ｈｙｌｏｔｒｕｐｅｓ　ｂａｊｕｌｕｓ）、アゲ
ラスチカ・アルニ（Ａｇｅｌａｓｔｉｃａ　ａｌｎｉ）、レプチノタルサ・デセムリネア
タ（Ｌｅｐｔｉｎｏｔａｒｓａ　ｄｅｃｅｍｌｉｎｅａｔａ）、ファエドン・コクレアリ
アエ（Ｐｈａｅｄｏｎ　ｃｏｃｈｌｅａｒｉａｅ）、ジアブロチカ属種（Ｄｉａｂｒｏｔ
ｉｃａ　ｓｐｐ．）、プシリオデス・クリソセファラ（Ｐｓｙｌｌｉｏｄｅｓ　ｃｈｒｙ
ｓｏｃｅｐｈａｌａ）、エピラクナ・バリベスチス（Ｅｐｉｌａｃｈｎａ　ｖａｒｉｖｅ
ｓｔｉｓ）、アトマリア属種（Ａｔｏｍａｒｉａ　ｓｐｐ．）、オリザエフィルス・スリ
ナメンシス（Ｏｒｙｚａｅｐｈｉｌｕｓ　ｓｕｒｉｎａｍｅｎｓｉｓ）、アントノムス属
種（Ａｎｔｈｏｎｏｍｕｓ　ｓｐｐ．）、シトフィルス属種（Ｓｉｔｏｐｈｉｌｕｓ　ｓ
ｐｐ．）、オチオリンクス・スルカツス（Ｏｔｉｏｒｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｓｕｌｃａｔｕ
ｓ）、コスモポリテス・ソルジズス（Ｃｏｓｍｏｐｏｌｉｔｅｓ　ｓｏｒｄｉｄｕｓ）、
セウトリンクス・アシミリス（Ｃｅｕｔｈｏｒｒｈｙｎｃｈｕｓ　ａｓｓｉｍｉｌｉｓ）
、ヒペラ・ポスチカ（Ｈｙｐｅｒａ　ｐｏｓｔｉｃａ）、デルメステス属種（Ｄｅｒｍｅ
ｓｔｅｓ　ｓｐｐ．）、トロゴデルマ属種（Ｔｒｏｇｏｄｅｒｍａ　ｓｐｐ．）、アント
レヌス属種（Ａｎｔｈｒｅｎｕｓ　ｓｐｐ．）、アタゲヌス属種（Ａｔｔａｇｅｎｕｓ　
ｓｐｐ．）、リクツス属種（Ｌｙｃｔｕｓ　ｓｐｐ．）、メリゲテス・アエネウス（Ｍｅ
ｌｉｇｅｔｈｅｓ　ａｅｎｅｕｓ）、プチヌス属種（Ｐｔｉｎｕｓ　ｓｐｐ．）、ニプツ
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ス・ホロレウクス（Ｎｉｐｔｕｓ　ｈｏｌｏｌｅｕｃｕｓ）、ギビウム・プシロイデス（
Ｇｉｂｂｉｕｍ　ｐｓｙｌｌｏｉｄｅｓ）、トリボリウム属種（Ｔｒｉｂｏｌｉｕｍ　ｓ
ｐｐ．）、テネブリオ・モリトル（Ｔｅｎｅｂｒｉｏ　ｍｏｌｉｔｏｒ）、アグリオテス
属種（Ａｇｒｉｏｔｅｓ　ｓｐｐ．）、コノデルス属種（Ｃｏｎｏｄｅｒｕｓ　ｓｐｐ．
）、メロロンタ・メロロンタ（Ｍｅｌｏｌｏｎｔｈａ　ｍｅｌｏｌｏｎｔｈａ）、アンフ
ィマロン・ソルスチチアリス（Ａｍｐｈｉｍａｌｌｏｎ　ｓｏｌｓｔｉｔｉａｌｉｓ）、
コステリトラ・ゼアランジカ（Ｃｏｓｔｅｌｙｔｒａ　ｚｅａｌａｎｄｉｃａ）、リソロ
プトルス・オリゾフィルス（Ｌｉｓｓｏｒｈｏｐｔｒｕｓ　ｏｒｙｚｏｐｈｉｌｕｓ）；
　ハチ目（Ｈｙｍｅｎｏｐｔｅｒａ）の、例えば、ジプリオン属種（Ｄｉｐｒｉｏｎ　ｓ
ｐｐ．）、ホプロカンパ属種（Ｈｏｐｌｏｃａｍｐａ　ｓｐｐ．）、ラシウス属種（Ｌａ
ｓｉｕｓ　ｓｐｐ．）、モノモリウム・ファラオニス（Ｍｏｎｏｍｏｒｉｕｍ　ｐｈａｒ
ａｏｎｉｓ）、ベスパ属種（Ｖｅｓｐａ　ｓｐｐ．）；　ハエ目（Ｄｉｐｔｅｒａ）の、
例えば、アエデス属種（Ａｅｄｅｓ　ｓｐｐ．）、アノフェレス属種（Ａｎｏｐｈｅｌｅ
ｓ　ｓｐｐ．）、クレキス属種（Ｃｕｌｅｘ　ｓｐｐ．）、ドロソフィラ・メラノガステ
ル（Ｄｒｏｓｏｐｈｉｌａ　ｍｅｌａｎｏｇａｓｔｅｒ）、ムスカ属種（Ｍｕｓｃａ　ｓ
ｐｐ．）、ファニア属種（Ｆａｎｎｉａ　ｓｐｐ．）、カリフォラ・エリトロセファラ（
Ｃａｌｌｉｐｈｏｒａ　ｅｒｙｔｈｒｏｃｅｐｈａｌａ）、ルシリア属種（Ｌｕｃｉｌｉ
ａ　ｓｐｐ．）、クリソミイア属種（Ｃｈｒｙｓｏｍｙｉａ　ｓｐｐ．）、クテレブラ属
種（Ｃｕｔｅｒｅｂｒａ　ｓｐｐ．）、ガストロフィルス属種（Ｇａｓｔｒｏｐｈｉｌｕ
ｓ　ｓｐｐ．）、ヒポボスカ属種（Ｈｙｐｐｏｂｏｓｃａ　ｓｐｐ．）、ストモキス属種
（Ｓｔｏｍｏｘｙｓ　ｓｐｐ．）、オエストルス属種（Ｏｅｓｔｒｕｓ　ｓｐｐ．）、ヒ
ポ
デルマ属種（Ｈｙｐｏｄｅｒｍａ　ｓｐｐ．）、タバヌス属種（Ｔａｂａｎｕｓ　ｓｐｐ
．）、タニア属種（Ｔａｎｎｉａ　ｓｐｐ．）、ビビオ・ホルツラヌス（Ｂｉｂｉｏ　ｈ
ｏｒｔｕｌａｎｕｓ）、オシネラ・フリト（Ｏｓｃｉｎｅｌｌａ　ｆｒｉｔ）、フォルビ
ア属種（Ｐｈｏｒｂｉａ　ｓｐｐ．）、ペゴミイア・ヒオスシアミ（Ｐｅｇｏｍｙｉａ　
ｈｙｏｓｃｙａｍｉ）、セラチチス・カピタタ（Ｃｅｒａｔｉｔｉｓ　ｃａｐｉｔａｔａ
）、ダクス・オレアエ（Ｄａｃｕｓ　ｏｌｅａｅ）、チプラ・パルドサ（Ｔｉｐｕｌａ　
ｐａｌｕｄｏｓａ）、ヒレミイア属種（Ｈｙｌｅｍｙｉａ　ｓｐｐ．）、リリオミザ属種
（Ｌｉｒｉｏｍｙｚａ　ｓｐｐ．）；　ノミ目（Ｓｉｐｈｏｎａｐｔｅｒａ）の、例えば
、キセノプシラ・ケオピス（Ｘｅｎｏｐｓｙｌｌａ　ｃｈｅｏｐｉｓ）、セラトフィルス
属種（Ｃｅｒａｔｏｐｈｙｌｌｕｓ　ｓｐｐ．）；　クモ目（Ａｒａｃｈｎｉｄａ）の、
例えば、スコルピオ・マウルス（Ｓｃｏｒｐｉｏ　ｍａｕｒｕｓ）、ラトロデクツス・マ
クタンス（Ｌａｔｒｏｄｅｃｔｕｓ　ｍａｃｔａｎｓ）、アカルス・シロ（Ａｃａｒｕｓ
　ｓｉｒｏ）、アルガス属種（Ａｒｇａｓ　ｓｐｐ．）、オルニトドロス属種（Ｏｒｎｉ
ｔｈｏｄｏｒｏｓ　ｓｐｐ．）、デルマニスス・ガリナエ（Ｄｅｒｍａｎｙｓｓｕｓ　ｇ
ａｌｌｉｎａｅ）、エリオフィエス・リビス（Ｅｒｉｏｐｈｙｅｓ　ｒｉｂｉｓ）、フィ
ロコプトルタ・オレイボラ（Ｐｈｙｌｌｏｃｏｐｔｒｕｔａ　ｏｌｅｉｖｏｒａ）、ボオ
フィルス属種（Ｂｏｏｐｈｉｌｕｓ　ｓｐｐ．）、リピセファルス属種（Ｒｈｉｐｉｃｅ
ｐｈａｌｕｓ　ｓｐｐ．）、アンブリオンマ属種（Ａｍｂｌｙｏｍｍａ　ｓｐｐ．）、ヒ
アロンマ属種（Ｈｙａｌｏｍｍａ　ｓｐｐ．）、イクソデス属種（Ｉｘｏｄｅｓ　ｓｐｐ
．）、プソロプテス属種（Ｐｓｏｒｏｐｔｅｓ　ｓｐｐ．）、コリオプテス属種（Ｃｈｏ
ｒｉｏｐｔｅｓ　ｓｐｐ．）、サルコプテス属種（Ｓａｒｃｏｐｔｅｓ　ｓｐｐ．）、タ
ルソネムス属種（Ｔａｒｓｏｎｅｍｕｓ　ｓｐｐ．）、ブリオビア・プラエチオサ（Ｂｒ
ｙｏｂｉａ　ｐｒａｅｔｉｏｓａ）、パノニクス属種（Ｐａｎｏｎｙｃｈｕｓ　ｓｐｐ．
）、テトラニクス属種（Ｔｅｔｒａｎｙｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、ヘミタルソネムス属種（
Ｈｅｍｉｔａｒｓｏｎｅｍｕｓ　ｓｐｐ．）、ブレビパルプス属種（Ｂｒｅｖｉｐａｌｐ
ｕｓ　ｓｐｐ．）。
【０１３１】
　植物寄生性線虫としては、例えば、プラチレンクス属種（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　



(35) JP 5374517 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

ｓｐｐ．）、ラドフォルス・シミリス（Ｒａｄｏｐｈｏｌｕｓ　ｓｉｍｉｌｉｓ）、ジチ
レンクス・ジプサシ（Ｄｉｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｄｉｐｓａｃｉ）、チレンクルス・セミ
ペネトランス（Ｔｙｌｅｎｃｈｕｌｕｓ　ｓｅｍｉｐｅｎｅｔｒａｎｓ）、ヘテロデラ属
種（Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ｓｐｐ．）、グロボデラ属種（Ｇｌｏｂｏｄｅｒａ　ｓｐｐ
．）、メロイドギネ属種（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｓｐｐ．）、アフェレンコイデス属
種（Ａｐｈｅｌｅｎｃｈｏｉｄｅｓ　ｓｐｐ．）、ロンギドルス属種（Ｌｏｎｇｉｄｏｒ
ｕｓ　ｓｐｐ．）、キシフィネマ属種（Ｘｉｐｈｉｎｅｍａ　ｓｐｐ．）、トリコドルス
属種（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｐｐ．）、ブルサフェレンクス属種（Ｂｕｒｓａｐｈ
ｅｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）などを挙げることができる。
【０１３２】
　本発明の方法で防除可能な植物又は作物の病害の中で、以下のものを挙げることができ
る：
　・　うどんこ病（ｐｏｗｄｅｒｙ　ｍｉｌｄｅｗ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　ブルメリア（Ｂｌｕｍｅｒｉａ）病、例えば、ブルメリア・グラミニス（Ｂｌｕｍｅｒ
ｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）に起因するもの；
　ポドスファエラ（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅｒａ）病、例えば、ポドスファエラ・レウコトリ
カ（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅｒａ　ｌｅｕｃｏｔｒｉｃｈａ）に起因するもの；
　スファエロテカ（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ）病、例えば、スファエロテカ・フリギネ
ア（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉｎｅａ）に起因するもの；
　ウンシヌラ（Ｕｎｃｉｎｕｌａ）病、例えば、ウンシヌラ・ネカトル（Ｕｎｃｉｎｕｌ
ａ　ｎｅｃａｔｏｒ）に起因するもの；
　・　さび病（ｒｕｓｔ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　ギムノスポランギウム（Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａｎｇｉｕｍ）病、例えば、ギムノスポラ
ンギウム・サビナエ（Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａｎｇｉｕｍ　ｓａｂｉｎａｅ）に起因するも
の；
　ヘミレイア（Ｈｅｍｉｌｅｉａ）病、例えば、ヘミレイア・バスタトリクス（Ｈｅｍｉ
ｌｅｉａ　ｖａｓｔａｔｒｉｘ）に起因するもの；
　ファコプソラ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ）病、例えば、ファコプソラ・パキリジ（Ｐｈａ
ｋｏｐｓｏｒａ　ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ）及びファコプソラ・メイボミアエ（Ｐｈａｋｏ
ｐｓｏｒａ　ｍｅｉｂｏｍｉａｅ）に起因するもの；
　プッシニア（Ｐｕｃｃｉｎｉａ）病、例えば、プッシニア・レコンジタ（Ｐｕｃｃｉｎ
ｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ）及びプッシニア・トリチシナ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｔｒｉｔ
ｉｃｉｎａ）に起因するもの；
　ウロミセス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ）病、例えば、ウロミセス・アペンジクラツス（Ｕｒｏ
ｍｙｃｅｓ　ａｐｐｅｎｄｉｃｕｌａｔｕｓ）に起因するもの；
　・　卵菌類による病害（Ｏｏｍｙｃｅｔｅ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　ブレミア（Ｂｒｅｍｉａ）病、例えば、ブレミア・ラクツカエ（Ｂｒｅｍｉａ　ｌａｃ
ｔｕｃａｅ）に起因するもの；
　ペロノスポラ（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ）病、例えば、ペロノスポラ・ピシ（Ｐｅｒｏ
ｎｏｓｐｏｒａ　ｐｉｓｉ）及びペロノスポラ・ブラシカエ（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　
ｂｒａｓｓｉｃａｅ）に起因するもの；
　フィトフトラ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ）病、例えば、フィトフトラ・インフェスタ
ンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉｎｆｅｓｔａｎｓ）に起因するもの；
　プラスモパラ（Ｐｌａｓｍｏｐａｒａ）病、例えば、プラスモパラ・ビチコラ（Ｐｌａ
ｓｍｏｐａｒａ　ｖｉｔｉｃｏｌａ）に起因するもの；
　プセウドペロノスポラ（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ）病、例えば、プセウド
ペロノスポラ・フムリ（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｈｕｍｕｌｉ）及びプセ
ウドペロノスポラ・クベンシス（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｃｕｂｅｎｓｉ
ｓ）に起因するもの；
　ピシウム（Ｐｙｔｈｉｕｍ）病、例えば、ピシウム・ウルチムム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕ
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ｌｔｉｍｕｍ）に起因するもの；
　・　葉斑点性、葉汚斑性及び葉枯れ性の病害（ｌｅａｆｓｐｏｔ，　ｌｅａｆ　ｂｌｏ
ｔｃｈ　ａｎｄ　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）病、例えば、アルテルナリア・ソラニ（Ａｌ
ｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｏｌａｎｉ）に起因するもの；
　セルコスポラ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ）病、例えば、セルコスポラ・ベチコラ（Ｃｅｒ
ｃｏｓｐｏｒａ　ｂｅｔｉｃｏｌａ）に起因するもの；
　クラジオスポリウム（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、クラジオスポリウム
・ククメリヌム（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃｕｃｕｍｅｒｉｎｕｍ）に起因するも
の；
　コクリオボルス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ）病、例えば、コクリオボルス・サチブス
（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｓａｔｉｖｕｓ）（分生子形態：Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ，
　同義語：Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）に起因するもの；
　コレトトリクム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ）病、例えば、コレトトリクム・リン
デムチアヌム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｌｉｎｄｅｍｕｔｈｉａｎｕｍ）に起因
するもの；
　シクロコニウム（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ）病、例えば、シクロコニウム・オレアギヌ
ム（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ　ｏｌｅａｇｉｎｕｍ）に起因するもの；
　ジアポルテ（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ）病、例えば、ジアポルテ・シトリ（Ｄｉａｐｏｒｔ
ｈｅ　ｃｉｔｒｉ）に起因するもの；
　エルシノエ（Ｅｌｓｉｎｏｅ）病、例えば、エルシノエ・ファウセッチイ（Ｅｌｓｉｎ
ｏｅ　ｆａｗｃｅｔｔｉｉ）に起因するもの；
　グロエオスポリウム（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、グロエオスポリウム・
ラエチコロル（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｌａｅｔｉｃｏｌｏｒ）に起因するもの；
　グロメレラ（Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ）病、例えば、グロメレラ・シングラタ（Ｇｌｏｍ
ｅｒｅｌｌａ　ｃｉｎｇｕｌａｔａ）に起因するもの；
　グイグナルジア（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ）病、例えば、グイグナルジア・ビドウェリイ
（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ　ｂｉｄｗｅｌｌｉｉ）に起因するもの；
　レプトスファエリア（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ）病、例えば、レプトスファエリア
・マクランス（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｍａｃｕｌａｎｓ）に起因するもの；
　マグナポルテ（Ｍａｇｎａｐｏｒｔｈｅ）病、例えば、マグナポルテ・グリセア（Ｍａ
ｇｎａｐｏｒｔｈｅ　ｇｒｉｓｅａ）に起因するもの；
　ミコスファエレラ（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ）病、例えば、ミコスファエレラ・
グラミニコラ（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）及びミコスフ
ァエレラ・フィジエンシス（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｆｉｊｉｅｎｓｉｓ）に起
因するもの；
　ファエオスファエリア（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ）病、例えば、ファエオスファエ
リア・ノドルム（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）に起因するもの；
　ピレノホラ（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ）病、例えば、ピレノホラ・テレス（Ｐｙｒｅｎ
ｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）に起因するもの；
　ルムラリア（Ｒａｍｕｌａｒｉａ）病、例えば、ルムラリア・コロ－シグニ（Ｒａｍｕ
ｌａｒｉａ　ｃｏｌｌｏ－ｃｙｇｎｉ）に起因するもの；
　リンコスポリウム（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、リンコスポリウム・
セカリス（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｅｃａｌｉｓ）に起因するもの；
　セプトリア（Ｓｅｐｔｏｒｉａ）病、例えば、セプトリア・アピイ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ
　ａｐｉｉ）に起因するもの；
　チフラ（Ｔｙｐｈｕｌａ）病、例えば、チフラ・インカルナタ（Ｔｙｐｈｕｌａ　ｉｎ
ｃａｒｎａｔａ）に起因するもの；
　ベンツリア（Ｖｅｎｔｕｒｉａ）病、例えば、ベンツリア・イナエクアリス（Ｖｅｎｔ
ｕｒｉａ　ｉｎａｅｑｕａｌｉｓ）に起因するもの；
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　・　根及び茎の病害（ｒｏｏｔ　ａｎｄ　ｓｔｅｍ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　コルチシウム（Ｃｏｒｔｉｃｉｕｍ）病、例えば、コルチシウム・グラミネアルム（Ｃ
ｏｒｔｉｃｉｕｍ　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）に起因するもの；
　フサリウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ）病、例えば、フサリウム・オキシスポルム（Ｆｕｓａ
ｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）に起因するもの；
　ガエウマンノミセス（Ｇａｅｕｍａｎｎｏｍｙｃｅｓ）病、例えば、ガエウマンノミセ
ス・グラミニス（Ｇａｅｕｍａｎｎｏｍｙｃｅｓ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）に起因するもの；
　リゾクトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）病、例えば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉ
ｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）に起因するもの；
　オクリマクラ（Ｏｃｕｌｉｍａｃｕｌａ（タペシア（Ｔａｐｅｓｉａ）））病、例えば
、オクリマクラ・タペシア・アクホルミス（Ｏｃｕｌｉｍａｃｕｌａ　Ｔａｐｅｓｉａ　
ａｃｕｆｏｒｍｉｓ）に起因するもの；
　チエラビオプシス（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ）病、例えば、チエラビオプシス・バ
シコラ（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｂａｓｉｃｏｌａ）に起因するもの；
　・　穂の病害（ｅａｒ　ａｎｄ　ｐａｎｉｃｌｅ　ｄｉｓｅａｓｅ）（トウモロコシの
穂軸を包含する）、例えば、
　アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）病、例えば、アルテルナリア属種（Ａｌｔｅ
ｒｎａｒｉａ　ｓｐｐ．）に起因するもの；
　アスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）病、例えば、アスペルギルス・フラブス（
Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）に起因するもの；
　クラドスポリウム（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、クラジオスポリウム・ク
ラドスポリオイデス（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｏｉｄｅｓ）
に起因するもの；
　クラビセプス（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ）病、例えば、クラビセプス・プルプレア（Ｃｌａ
ｖｉｃｅｐｓ　ｐｕｒｐｕｒｅａ）に起因するもの；
　フサリウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ）病、例えば、フサリウム・クルモルム（Ｆｕｓａｒｉ
ｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）に起因するもの；
　ジベレラ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ）病、例えば、ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌ
ｌａ　ｚｅａｅ）に起因するもの；
　モノグラフェラ（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ）病、例えば、モノグラフェラ・ニバリ
ス（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ　ｎｉｖａｌｉｓ）に起因するもの；
　・　黒穂病（ｓｍｕｔ　ａｎｄ　ｂｕｎｔ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　スファセロテカ（Ｓｐｈａｃｅｌｏｔｈｅｃａ）病、例えば、スファセロテカ・レイリ
アナ（Ｓｐｈａｃｅｌｏｔｈｅｃａ　ｒｅｉｌｉａｎａ）に起因するもの；
　チレチア（Ｔｉｌｌｅｔｉａ）病、例えば、チレチア・カリエス（Ｔｉｌｌｅｔｉａ　
ｃａｒｉｅｓ）に起因するもの；
　ウロシスチス（Ｕｒｏｃｙｓｔｉｓ）病、例えば、ウロシスチス・オクルタ（Ｕｒｏｃ
ｙｓｔｉｓ　ｏｃｃｕｌｔａ）に起因するもの；
　ウスチラゴ（Ｕｓｔｉｌａｇｏ）病、例えば、ウスチラゴ・ヌダ（Ｕｓｔｉｌａｇｏ　
ｎｕｄａ）に起因するもの；
　・　果実の腐敗性及び黴性の病害（ｆｒｕｉｔ　ｒｏｔ　ａｎｄ　ｍｏｕｌｄ　ｄｉｓ
ｅａｓｅ）、例えば、
　アスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）病、例えば、アスペルギルス・フラブス（
Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）に起因するもの；
　ボトリチス（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ）病、例えば、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉ
ｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）に起因するもの；
　ペニシリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）病、例えば、ペニシリウム・エクスパンスム
（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｅｘｐａｎｓｕｍ）及びペニシリウム・プルプロゲヌム（Ｐ
ｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｐｕｒｐｕｒｏｇｅｎｕｍ）に起因するもの；
　スクレロチニア（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ）病、例えば、スクレロチニア・スクレロチ
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オルム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）に起因するもの；
　ベルチシリウム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｉｕｍ）病、例えば、ベルチシリウム・アルボアト
ルム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｉｕｍ　ａｌｂｏａｔｒｕｍ）に起因するもの；
　・　種子及び土壌が媒介する腐朽性、黴性、萎凋性、腐敗性及び苗立ち枯れ性の病害（
ｓｅｅｄ－　ａｎｄ　ｓｏｉｌｂｏｒｎｅ　ｄｅｃａｙ，　ｍｏｕｌｄ，　ｗｉｌｔ，　
ｒｏｔ　ａｎｄ　ｄａｍｐｉｎｇ－ｏｆｆ　ｄｉｓｅａｓｅ）、
　アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）病、例えば、アルテルナリア・ブラシシコラ
（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｂｒａｓｓｉｃｉｃｏｌａ）に起因するもの；
　アファノミセス（Ａｐｈａｎｏｍｙｃｅｓ）病、例えば、アファノミセス・エウテイケ
ス（Ａｐｈａｎｏｍｙｃｅｓ　ｅｕｔｅｉｃｈｅｓ）に起因するもの；
　アスコキタ（Ａｓｃｏｃｈｙｔａ）病、例えば、アスコキタ・レンチス（Ａｓｃｏｃｈ
ｙｔａ　ｌｅｎｔｉｓ）に起因するもの；
　アスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）病、例えば、アスペルギルス・フラブス（
Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）に起因するもの；
　クラドスポリウム（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、クラドスポリウム・ヘル
バルム（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｈｅｒｂａｒｕｍ）に起因するもの；
　コクリオボルス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ）病、例えば、コクリオボルス・サチブス
（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｓａｔｉｖｕｓ）（分生子として：Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ
、Ｂｉｐｏｌａｒｉｓ　異名：Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）に起因するもの；
　コレトトリクム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ）病、例えば、コレトトリクム・ココ
デス（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｃｏｃｃｏｄｅｓ）に起因するもの；
　フサリウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ）病、例えば、フサリウム・クルモルム（Ｆｕｓａｒｉ
ｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）に起因するもの；
　ジベレラ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ）病、例えば、ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌ
ｌａ　ｚｅａｅ）に起因するもの；
　マクロホミナ（Ｍａｃｒｏｐｈｏｍｉｎａ）病、例えば、マクロホミナ・ファセオリナ
（Ｍａｃｒｏｐｈｏｍｉｎａ　ｐｈａｓｅｏｌｉｎａ）に起因するもの；
　モノグラフェラ（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ）病、例えば、モノグラフェラ・ニバリ
ス（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ　ｎｉｖａｌｉｓ）に起因するもの；
　ペニシリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）病、例えば、ペニシリウム・エクスパンスム
（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｅｘｐａｎｓｕｍ）に起因するもの；
　ホマ（Ｐｈｏｍａ）病、例えば、ホマ・リンガム（Ｐｈｏｍａ　ｌｉｎｇａｍ）に起因
するもの；
　ホモプシス（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ）病、例えば、ホモプシス・ソジャエ（Ｐｈｏｍｏｐ
ｓｉｓ　ｓｏｊａｅ）に起因するもの；
　フィトフトラ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ）病、例えば、フィトフトラ・カクトルム（
Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｃａｃｔｏｒｕｍ）に起因するもの；
　ピレノホラ（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ）病、例えば、ピレノホラ・グラミネア（Ｐｙｒ
ｅｎｏｐｈｏｒａ　ｇｒａｍｉｎｅａ）に起因するもの；
　ピリクラリア（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ）病、例えば、ピリクラリア・オリザエ（Ｐｙ
ｒｉｃｕｌａｒｉａ　ｏｒｙｚａｅ）に起因するもの；
　ピシウム（Ｐｙｔｈｉｕｍ）病、例えば、ピシウム・ウルチムム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕ
ｌｔｉｍｕｍ）に起因するもの；
　リゾクトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）病、例えば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉ
ｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）に起因するもの；
　リゾプス（Ｒｈｉｚｏｐｕｓ）病、例えば、リゾプス・オリザエ（Ｒｈｉｚｏｐｕｓ　
ｏｒｙｚａｅ）に起因するもの；
　スクレロチウム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ）病、例えば、スクレロチウム・ロルフシイ（
Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ　ｒｏｌｆｓｉｉ）に起因するもの；
　セプトリア（Ｓｅｐｔｏｒｉａ）病、例えば、セプトリア・ノドルム（Ｓｅｐｔｏｒｉ
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ａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）に起因するもの；
　チフラ（Ｔｙｐｈｕｌａ）病、例えば、チフラ・インカルナタ（Ｔｙｐｈｕｌａ　ｉｎ
ｃａｒｎａｔａ）に起因するもの；
　ベルチシリウム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｕｍ）病、例えば、ベルチシリウム・ダーリア
エ（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｄａｈｌｉａｅ）に起因するもの；
　・　腐乱性病害、開花病及び枯れ込み性病害（ｃａｎｋｅｒ，　ｂｒｏｏｍ　ａｎｄ　
ｄｉｅｂａｃｋ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　ネクトリア（Ｎｅｃｔｒｉａ）病、例えば、ネクトリア・ガリゲナ（Ｎｅｃｔｒｉａ　
ｇａｌｌｉｇｅｎａ）に起因するもの；
　・　枯損性病害（ｂｌｉｇｈｔ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
　モニリニア（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ）病、例えば、モニリニア・ラキサ（Ｍｏｎｉｌｉｎ
ｉａ　ｌａｘａ）に起因するもの；
　・　葉水泡性病害又は縮葉病（ｌｅａｆ　ｂｌｉｓｔｅｒ　ｏｒ　ｌｅａｆ　ｃｕｒｌ
　ｄｉｓｅａｓｅ）（花及び果実の奇形を包含する）、例えば、
　タフリナ（Ｔａｐｈｒｉｎａ）病、例えば、タフリナ・デホルマンス（Ｔａｐｈｒｉｎ
ａ　ｄｅｆｏｒｍａｎｓ）に起因するもの；
　・　木本植物の衰退性病害（ｄｅｃｌｉｎｅ　ｄｉｓｅａｓｅ　ｏｆ　ｗｏｏｄｅｎ　
ｐｌａｎｔ）、例えば、
　エスカ（Ｅｓｃａ）病、例えば、ファエオモニエラ・クラミドスポラ（Ｐｈａｅｏｍｏ
ｎｉｅｌｌａ　ｃｌａｍｙｄｏｓｐｏｒａ）及びファエオアクレモニウム・アレオフィル
ム（Ｐｈａｅｏａｃｒｅｍｏｎｉｕｍ　ａｌｅｏｐｈｉｌｕｍ）及びフォミチポリア・メ
ジテラネア（Ｆｏｍｉｔｉｐｏｒｉａ　ｍｅｄｉｔｅｒｒａｎｅａ）に起因するもの；
　・　花及び種子の病害、例えば、
　ボトリチス（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ）病、例えば、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉ
ｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）に起因するもの；
　・　塊茎の病害、例えば、
　リゾクトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）病、例えば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉ
ｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）に起因するもの；
　ヘルミントスポリウム（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、ヘルミント
スポリウム・ソラニ（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｏｌａｎｉ）に起因するも
の；
　・　例えば以下のものなどの細菌性微生物に起因する病害：
　キサントマナス属各種（Ｘａｎｔｈｏｍａｎａｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、キサン
トモナス・カムペストリス　ｐｖ．オリザエ（Ｘａｎｔｈｏｍｏｎａｓ　ｃａｍｐｅｓｔ
ｒｉｓ　ｐｖ．　Ｏｒｙｚａｅ）；
　シュードモナス属各種（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、シュー
ドモナス・シリンガエ　ｐｖ．ラクリマンス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｓｙｒｉｎｇａ
ｅ　ｐｖ．　Ｌａｃｈｒｙｍａｎｓ）；
　エルビニア属各種（Ｅｒｗｉｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、エルビニア・アミロ
ボラ（Ｅｒｗｉｎｉａ　ａｍｙｌｏｖｏｒａ）。
【０１３３】
　・　葉、茎上部、莢及び種子の菌類病、例えば：
アルタナリア斑点病（ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ａｌｔｅｒｎａｒ
ｉａ　ｓｐｅｃ．　ａｔｒａｎｓ　ｔｅｎｕｉｓｓｉｍａ）、炭疽病（Ｃｏｌｌｅｔｏｔ
ｒｉｃｈｕｍ　ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｏｉｄｅｓ　ｄｅｍａｔｉｕｍ　ｖａｒ．　ｔｒｕｎ
ｃａｔｕｍ）、褐紋病（ｂｒｏｗｎ　ｓｐｏｔ）（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ
）、紫斑病（ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ　ａｎｄ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｃ
ｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｋｉｋｕｃｈｉｉ）、コアネホラ葉枯病（ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒａ
　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒａ　ｉｎｆｕｎｄｉｂｕｌｉｆｅｒ
ａ　ｔｒｉｓｐｏｒａ（Ｓｙｎ．））、ダクツリオホラ斑点病（ｄａｃｔｕｌｉｏｐｈｏ
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ｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｄａｃｔｕｌｉｏｐｈｏｒａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、べと
病（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｍａｎｓｈｕｒｉｃａ）、ドレクスレラ胴枯病（ｄｒｅｃ
ｈｓｌｅｒａ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ　ｇｌｙｃｉｎｉ）、斑点病（ｆ
ｒｏｇｅｙｅ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｓｏｊｉｎａ）、そばか
す病（ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｕｌｉｎａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａ
ｅｒｕｌｉｎａ　ｔｒｉｆｏｌｉｉ）、灰星病（ｐｈｙｌｌｏｓｔｉｃａ　ｌｅａｆ　ｓ
ｐｏｔ）（Ｐｈｙｌｌｏｓｔｉｃｔａ　ｓｏｊａｅｃｏｌａ）、黒点病（Ｐｏｄ　ａｎｄ
　Ｓｔｅｍ　Ｂｌｉｇｈｔ）（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｓｏｊａｅ）、うどんこ病（Ｍｉｃ
ｒｏｓｐｈａｅｒａ　ｄｉｆｆｕｓａ）、ピレノカエタ斑点病（ｐｙｒｅｎｏｃｈａｅｔ
ａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｐｙｒｅｎｏｃｈａｅｔａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、葉腐病（
ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ａｅｒｉａｌ，　ｆｏｌｉａｇｅ，　ａｎｄ　ｗｅｂ　ｂｌｉ
ｇｈｔ）（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）、さび病（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　
ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ、Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｍｅｉｂｏｍｉａｅ）、黒とう病（Ｓｐ
ｈａｃｅｌｏｍａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、ステムフィリウム葉枯病（ｓｔｅｍｐｈｙｌｉ
ｕｍ　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｓｔｅｍｐｈｙｌｉｕｍ　ｂｏｔｒｙｏｓｕｍ）、褐
色輪紋病（Ｃｏｒｙｎｅｓｐｏｒａ　ｃａｓｓｉｉｃｏｌａ）；
　・　根及び茎基部の菌類病、例えば：
黒根腐病（Ｃａｌｏｎｅｃｔｒｉａ　ｃｒｏｔａｌａｒｉａｅ）、炭腐病（Ｍａｃｒｏｐ
ｈｏｍｉｎａ　ｐｈａｓｅｏｌｉｎａ）、赤かび病（ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｂｌｉｇｈｔ　
ｏｒ　ｗｉｌｔ，　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ，　ａｎｄ　ｐｏｄ　ａｎｄ　ｃｏｌｌａｒ　ｒｏ
ｔ）（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｒｔｈｏｃｅｒａ
ｓ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）
、ミコレプトジスクス根腐病（ｍｙｃｏｌｅｐｔｏｄｉｓｃｕｓ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（
Ｍｙｃｏｌｅｐｔｏｄｉｓｃｕｓ　ｔｅｒｒｅｓｔｒｉｓ）、根腐病（ｎｅｏｃｏｓｍｏ
ｓｐｏｒａ）（Ｎｅｏｃｏｓｍｏｐｓｐｏｒａ　ｖａｓｉｎｆｅｃｔａ）、黒点病（Ｄｉ
ａｐｏｒｔｈｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ）、茎腐爛病（ｓｔｅｍ　ｃａｎｋｅｒ）（Ｄ
ｉａｐｏｒｔｈｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ　ｖａｒ．　ｃａｕｌｉｖｏｒａ）、茎疫病
（ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｒｏｔ）（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｍｅｇａｓｐｅｒ
ｍａ）、落葉病（ｂｒｏｗｎ　ｓｔｅｍ　ｒｏｔ）（Ｐｈｉａｌｏｐｈｏｒａ　ｇｒｅｇ
ａｔａ）、根茎腐敗病（ｐｙｔｈｉｕｍ　ｒｏｔ）（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ａｐｈａｎｉｄｅ
ｒｍａｔｕｍ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｉｒｒｅｇｕｌａｒｅ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｄｅｂａｒｙ
ａｎｕｍ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｍｙｒｉｏｔｙｌｕｍ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）
、リゾクトニア根腐病（ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ，　ｓｔｅｍ　ｄｅ
ｃａｙ，　ａｎｄ　ｄａｍｐｉｎｇ－ｏｆｆ）（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ
）、菌核病（ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｔｅｍ　ｄｅｃａｙ）（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉ
ａ　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）、スクレロチニアサウザンブライト病（ｓｃｌｅｒｏｔ
ｉｎｉａ　ｓｏｕｔｈｅｒｎ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｒｏｌｆｓｉ
ｉ）、チエラビオプシス根腐病（ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（Ｔ
ｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｂａｓｉｃｏｌａ）。
【０１３４】
　さらに、本発明による組合せ及び組成物を使用して、植物及び収穫された植物材料中の
マイコトキシンの含有量を低減させることも可能であり、従って、それらから作られる食
物及び動物用飼料中のマイコトキシンの含有量を低減させることも可能である。
【０１３５】
　限定するものではないが、特に、以下のマイコトキシンを挙げることができる：
デオキシニバレノール（ＤＯＮ）、ニバレノール、１５－Ａｃ－ＤＯＮ、３－Ａｃ－ＤＯ
Ｎ、Ｔ２－トキシン、ＨＴ２－トキシン、フモニシン類、ゼアラレノン、モニリホルミン
、フザリン、ジアセトキシシルペノール（ＤＡＳ）、ベアウベリシン（Ｂｅａｕｖｅｒｉ
ｃｉｎｅ）、エンニアチン、フサロプロリフェリン（Ｆｕｓａｒｏｐｒｏｌｉｆｅｒｉｎ
ｅ）、フサレノール（Ｆｕｓａｒｅｎｏｌｅ）、オクラトキシン類、パツリン、エルゴッ
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トアルカロイド類及びアフラトキシン類。これらは、例えば、以下の菌類病によってもた
らされる：フザリウム属各種（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｐｅｃ）、例えば、フザリウム・ア
クミナツム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ａｃｕｍｉｎａｔｕｍ）、フザリウム・アベナセウム（
Ｆ．　ａｖｅｎａｃｅｕｍ）、フザリウム・クロオクウェレンセ（Ｆ．　ｃｒｏｏｋｗｅ
ｌｌｅｎｓｅ）、フザリウム・クルモルム（Ｆ．　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）、フザリウム・グ
ラミネアルム（Ｆ．　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）（ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌ
ｌａ　ｚｅａｅ））、フザリウム・エクイセチ（Ｆ．　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）、フザリウム
・フジコロイ（Ｆ．　ｆｕｊｉｋｏｒｏｉ）、フザリウム・ムサルム（Ｆ．　ｍｕｓａｒ
ｕｍ）、フザリウム・オキシスポルム（Ｆ．　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）、フザリウム・プロ
リフェラツム（Ｆ．　ｐｒｏｌｉｆｅｒａｔｕｍ）、フザリウム・ポアエ（Ｆ．　ｐｏａ
ｅ）、フザリウム・プセウドグラミネアルム（Ｆ．　ｐｓｅｕｄｏｇｒａｍｉｎｅａｒｕ
ｍ）、フザリウム・サムブシヌム（Ｆ．　ｓａｍｂｕｃｉｎｕｍ）、フザリウム・シルピ
（Ｆ．　ｓｃｉｒｐｉ）、フザリウム・セミテクツム（Ｆ．　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ）、
フザリウム・ソラニ（Ｆ．　ｓｏｌａｎｉ）、フザリウム・スポロトリコイデス（Ｆ．　
ｓｐｏｒｏｔｒｉｃｈｏｉｄｅｓ）、フザリウム・ラングセチアエ（Ｆ．　ｌａｎｇｓｅ
ｔｈｉａｅ）、フザリウム・スブグルチナンス（Ｆ．　ｓｕｂｇｌｕｔｉｎａｎｓ）、フ
ザリウム・トリシンクツム（Ｆ．　ｔｒｉｃｉｎｃｔｕｍ）、フザリウム・ベルチシリオ
イデス（Ｆ．　ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｏｉｄｅｓ）など、さらに、アスペルギルス属各種
（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｓｐｅｃ）、ペニシリウム属各種（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ
　ｓｐｅｃ）、クラビセプス・プルプレア（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ　ｐｕｒｐｕｒｅａ）、
スタキボトリス属各種（Ｓｔａｃｈｙｂｏｔｒｙｓ　ｓｐｅｃ）など。
【０１３６】
　本発明による組合せ又は組成物の極めて優れた殺菌効果は、下記実施例において示され
ている。単独の活性化合物が示すそれらの殺菌効力は弱いが、当該組合せ又は組成物は、
各化合物の効力の単なる総和を超えた効果を示す。
【０１３７】
　本発明による組合せ又は組成物の殺菌効力が２種類の活性化合物の組合せに関してＳ．
Ｒ．Ｃｏｌｂｙ（“Ｃａｌｃｕｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｓｙｎｅｒｇｉｓｔｉｃ　
ａｎｄ　ａｎｔａｇｏｎｉｓｔｉｃ　ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ　ｏｆ　ｈｅｒｂｉｃｉｄｅ　
ｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎｓ”　Ｗｅｅｄｓ，（１９６７），１５，　ｐａｇｅｓ　２０－
２２）に従って期待される効力を超えている場合、殺菌剤について相乗効果が常に存在し
ている。ここで、２種類の活性化合物の組合せに関して期待される効力は、以下に示され
ているように計算される。
【０１３８】
　Ｘは、定められた薬量ｍ（ｇ／ｈａ）の化合物（Ａ）について観察された効力であり；
　Ｙは、定められた薬量ｎ（ｇ／ｈａ）の化合物（Ｂ）について観察された効力であり；
　Ｅは、定められた薬量ｍ及びｎ（ｇ／ｈａ）の化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）を合わせた
ものについて観察された効力である；
とした場合、Ｃｏｌｂｙの式は、以下に示されているように定義することができる：
【０１３９】
【数１】

【０１４０】
　上記効力は、「％」として計算される。０％の効力は、処理されていないが完全に感染
されている対照に相当し、１００％の効力は、感染が全く観察され得ないことを意味する
。
【０１４１】
　実際に観察された殺菌効果がＣｏｌｂｙの式を用いて計算された効力よりも高い場合、
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該組合せ又は組成物は、相加的なものを超えている。即ち、相乗効果が観察され得る。
【０１４２】
　用語「相乗効果」は、Ｔａｍｍｅｓ法（“Ｉｓｏｂｏｌｅｓ，　ａ　ｇｒａｐｈｉｃ　
ｒｅｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｙｎｅｒｇｉｓｍ　ｉｎ　ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ
ｓ”，　Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｌａｎｔ　Ｐａｔｈｏｌｏ
ｇｙ，　７０（１９６４），　ｐａｇｅｓ　７３－８０）を適用することによって定義さ
れる効果も意味する。
【０１４３】
　本発明は、下記実施例によって例証される。本発明は、該実施例のみに限定されるもの
ではない。
【０１４４】
　本発明による組合せ又は組成物の極めて優れた殺菌効果及び／又は殺虫効果は、下記実
施例において示されている。単独の活性化合物が示すそれらの殺菌効力又は殺虫効力は弱
いが、当該組合せ又は組成物は、各化合物の効力の単なる総和を超えた効果を示す。
【０１４５】
　本発明による組合せ又は組成物の殺菌効力又は殺虫効力が３種類の活性化合物の組合せ
に関してＳ．Ｒ．Ｃｏｌｂｙ（“Ｃａｌｃｕｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｓｙｎｅｒｇ
ｉｓｔｉｃ　ａｎｄ　ａｎｔａｇｏｎｉｓｔｉｃ　ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ　ｏｆ　ｈｅｒｂ
ｉｃｉｄｅ　ｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎｓ”　Ｗｅｅｄｓ，（１９６７），１５，　ｐａｇ
ｅｓ　２０－２２）に従って期待される効力を超えている場合、殺菌剤又は殺虫剤につい
て相乗効果が存在している。ここで、３種類の活性化合物の組合せに関して期待される効
力は、以下に示されているように計算される。
【０１４６】
　Ｘは、定められた薬量ｍ（ｇ／ｈａ）の化合物（Ａ）について観察された効力であり；
　Ｙは、定められた薬量ｎ（ｇ／ｈａ）の化合物（Ｂ）について観察された効力であり；
　Ｚは、定められた薬量ｒ（ｇ／ｈａ）の化合物（Ｃ）について観察された効力であり；
　Ｅは、定められた薬量ｍ、ｎ及びｒ（ｇ／ｈａ）の化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）と化合
物（Ｃ）を合わせたものについて観察された効力である；
とした場合、Ｃｏｌｂｙの式は、以下に示されているように定義することができる：
【０１４７】
【数２】

【０１４８】
　上記効力は、「％」として計算される。０％の効力は、処理されていないが完全に感染
されている対照に相当し、１００％の効力は、感染が全く観察され得ないことを意味する
。
【０１４９】
　実際に観察された殺菌効果がＣｏｌｂｙの式を用いて計算された相加的な効力よりも高
い場合、該組合せ又は組成物は、相加的なものを超えている。即ち、相乗効果が観察され
得る。
【０１５０】
　用語「相乗効果」は、Ｔａｍｍｅｓ法（“Ｉｓｏｂｏｌｅｓ，　ａ　ｇｒａｐｈｉｃ　
ｒｅｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｙｎｅｒｇｉｓｍ　ｉｎ　ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ
ｓ”，　Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｌａｎｔ　Ｐａｔｈｏｌｏ
ｇｙ，　７０（１９６４），　ｐａｇｅｓ　７３－８０）を適用することによって定義さ
れる効果も意味する。
【０１５１】
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　本発明は、下記実施例によって例証される。本発明は、該実施例のみに限定されるもの
ではない。
【０１５２】
　２種類又は３種類の化合物の組合せの効力に関する式
　２種類の化合物の所与の組合せに対して期待される効力は、以下のように計算される（
「Ｃｏｌｂｙ，Ｓ．Ｒ．，　“Ｃａｌｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｓｙｎｅｒｇｉｓｔｉｃ　ａｎ
ｄ　ａｎｔａｇｏｎｉｓｔｉｃ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ　ｏｆ　Ｈｅｒｂｉｃｉｄｅ　Ｃｏ
ｍｂｉｎａｔｉｏｎｓ”，　Ｗｅｅｄｓ　１５，　ｐｐ．２０－２２，　１９６７」を参
照されたい）。
【０１５３】
　Ｘは、ｍ（ｐｐｍ）又はｍ（ｇ／ｈａ）の濃度の被験化合物（Ａ）について、未処理対
照の％死虫率で表した効力であり；
　Ｙは、ｎ（ｐｐｍ）又はｎ（ｇ／ｈａ）の濃度の被験化合物（Ｂ）について、未処理対
照の％死虫率で表した効力であり；
　Ｚは、ｏ（ｐｐｍ）又はｏ（ｇ／ｈａ）の濃度の被験化合物（Ｃ）について、未処理対
照の％死虫率で表した効力であり；
　Ｅは、（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）の混合物をそれぞれｍ、ｎ及びｏ（ｐｐｍ）又はｍ、ｎ
及びｏ（ｇ／ｈａ）で用いた場合の、未処理対照の％死虫率で表した効力である；
とした場合、
【０１５４】
【数３】

【０１５５】
　該組合せの観察された殺虫効力が「Ｅ」として計算された殺虫効力よりも高い場合、２
種類の化合物の当該組合せは相加的なものを超えている。即ち、相乗効果が存在している
。
【実施例】
【０１５６】
　実施例Ａ
　トビイロウンカ（Ｎｉｌａｐａｒｖａｔａ　ｌｕｇｅｎｓ）試験
　　溶媒：　　　　７重量部のジメチルホルムアミド
　　乳化剤：　　　２重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃厚物を乳化剤を含有している水で稀釈して、所望の濃度と
する。
【０１５７】
　所望濃度の活性化合物調製物を噴霧することによりイネ（Ｏｒｙｚａ　ｓａｔｉｖａ）
植物を処理し、その葉がまだ湿っている間に、トビイロウンカ（Ｎｉｌａｐａｒｖａｔａ
　ｌｕｇｅｎｓ）の幼虫を寄生させる。
【０１５８】
　示されている期間が経過した後、死虫率（％）を求める。１００％は、全てのトビイロ
ウンカ幼虫が死んだことを意味し、０％は、死んだトビイロウンカ幼虫が無かったことを
意味する。
【０１５９】
　本出願では、この試験において、例えば、以下の組合せは、単独の当該化合物と比較し
て、相乗効果を示す。
【０１６０】
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【０１６１】
　実施例Ｂ
　ファエドン・コクレアリアエ（Ｐｈａｅｄｏｎ　ｃｏｃｈｌｅａｒｉａｅ）試験
　　溶媒：　　　　７重量部のジメチルホルムアミド
　　乳化剤：　　　２重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃厚物を乳化剤を含有している水で稀釈して、所望の濃度と
する。
【０１６２】
　所望濃度の活性化合物調製物を噴霧することによりキャベツ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｏｌ
ｅｒａｃｅａ）の葉を処理し、その葉がまだ湿っている間に、マスタードビートル（ｍｕ
ｓｔａｒｄ　ｂｅｅｔｌｅ）（Ｐｈａｅｄｏｎ　ｃｏｃｈｌｅａｒｉａｅ）の幼虫を寄生
させる。
【０１６３】
　示されている期間が経過した後、死虫率（％）を求める。１００％は、全てのマスター
ドビートル幼虫が死んだことを意味し、０％は、死んだマスタードビートル幼虫が無かっ
たことを意味する。
【０１６４】
　本出願では、この試験において、例えば、以下の組合せは、単独の当該化合物と比較し
て、相乗効果を示す。
【０１６５】
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【表４】

【０１６６】
【表５】

【０１６７】
　本発明による活性化合物組合せの優れた殺菌活性は、下記実施例から明らかである。個
々の活性化合物はその殺菌活性に関して弱いが、当該組合せは、活性の単なる和を超えた
活性を示す。
【０１６８】
　活性化合物組合せの殺菌活性が個別的に施用された場合の活性化合物の活性の総和を超
えている場合、殺菌剤の相乗効果が常に存在している。
【０１６９】
　２種類の活性化合物の所与の組合せに対して期待される活性は以下のように計算するこ
とができる（ｃｆ．　Ｃｏｌｂｙ，Ｓ．Ｒ．，　“Ｃａｌｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｓｙｎｅｒ
ｇｉｓｔｉｃ　ａｎｄ　Ａｎｔａｇｏｎｉｓｔｉｃ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ　ｏｆ　Ｈｅｒ
ｂｉｃｉｄｅ　Ｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎｓ”，　Ｗｅｅｄｓ　１５，　ｐａｇｅｓ　２０
－２２，　１９６７）。
【０１７０】
　Ｘは、活性化合物（Ａ）をｍ（ｇ／ｈａ）の活性化合物の施用量で施用したときの効力
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　Ｙは、活性化合物（Ｂ）をｎ（ｇ／ｈａ）の活性化合物の施用量で施用したときの効力
であり；
　Ｅは、活性化合物（Ａ）及び活性化合物（Ｂ）をｍ及びｎ（ｇ／ｈａ）の活性化合物の
施用量で施用したときの期待される効力である；
とした場合、
【０１７１】
【数４】

【０１７２】
　「％」で表された効力の程度が示される。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し
、１００％の効力は、病害が観察されないことを意味する。
【０１７３】
　実際の殺菌活性が計算された値を超えている場合、当該組合せの活性は相加的なものを
超えている。即ち、相乗効果が存在している。この場合、実際に観察された効力は、期待
される効力（Ｅ）について上記式から計算された値よりも高くなければならない。
【０１７４】
　以下の実施例により、本発明について例証する。
【０１７５】
　実施例Ｄ
　ブルメリア（Ｂｌｕｍｅｒｉａ）試験（オオムギ）／ＳＡＲ　５ｄ
　　溶媒：　　　　５０重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物又は活性化合物組
合せを上記量の溶媒及び乳化剤と混合し、得られた濃厚物を水で希釈して、所望の濃度と
する。
【０１７６】
　活性化された全身抵抗性（ｓｙｓｔｅｍｉｃ　ａｃｔｉｖａｔｅｄ　ｒｅｓｉｓｔａｎ
ｃｅ）について試験するために、幼植物に、活性化合物又は活性化合物組合せの該調製物
を記載されている施用量で噴霧する。噴霧による被膜が乾燥した後、該植物を温度約１８
℃で相対大気湿度約８０％の温室内に置く。
【０１７７】
　噴霧の５日後に、該植物に、ブルメリア・グラミニス・ｆ．ｓｐ．ホルデイ（Ｂｌｕｍ
ｅｒｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ　ｆ．ｓｐ．ｈｏｒｄｅｉ）の胞子を振りかける。その後、
その植物を温度約１８℃で相対大気湿度約８０％の温室内に維持して、うどんこ病による
いぼ状隆起（ｍｉｌｄｅｗ　ｐｕｓｔｕｌｅ）の発生を促進する。
【０１７８】
　上記接種の７日後に、この試験について評価する（離れている葉１及び葉２）。０％は
、対照の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、病害が観察されないことを意
味する。
【０１７９】
　下記表は、本発明による活性化合物組合せの観察された活性が計算された活性よりも高
いこと、即ち、相乗効果が存在していることを、明瞭に示している。
【０１８０】
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【表６】

【０１８１】
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【表７】
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